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内容梗概

本論文は，筆者が大阪大学大学院工学研究科通信工学専攻在学中に行なった，適応変調

方式を用いた移動体高速伝送に関する研究成果をまとめたもので，以下の 6 章により構成

されている.

第 1 章は序論であり，本研究の背景となる移動体通信における現状と問題点について述

べ，本研究の位置づけ，意義を明らかにする.

第 2 章では，陸上移動通信における伝搬路特性の特徴，およびそのような環境下での信

号伝送特性について述べたのち，現在の移動体通信システムの抱えている問題点について，

述べる.

第 3 章では，伝搬路状況に応じて変調多値数を可変とする変調多値数可変適応変調方式

を提案する.まず，本提案方式のシステムモデル，送受信機構成および提案方式を構成す

る主要技術について述べた後，一様レイリーフェージング環境下におけるピット誤り率特

性や平均伝送速度の理論解析を行なう.次に，計算機シミュレーションにより，本提案方

式の各種パラメータの最適化を行なった後に，一様レイリーフェージング環境下および周

波数選択性フェージング環境下における伝送特性の検討を行ない，従来の変調多値数固定

の方式と比較して，高品質かつ高速な伝送を実現できることを明らかにした.

第 4 章では，基地局送受信ダイパーシチを用いた適応変調方式を提案する.本提案方式

は，基地局においてのみダイパーシチ動作を行なうことにより，移動局の装置構成が簡易

となる利点を有する他に，ダイパーシチ動作に適応変調方式の伝搬路状況推定機能を活用

することにより，周波数選択性フェージング下において適切なダイパーシチ動作を行なう

ことができるという利点を有し，比較的遅延時間の短い遅延波が存在する伝搬路環境下に

おいて，従来の電力のみに基づいてダイパーシチブランチを選択する方式と比較して良好

な特性を得ることが期待できる.本章では，計算機シミュレーションにより，提案方式の

伝送特性を検討し，周波数選択性フェージング下において，良好な特性が得られることを

確認した.

第 5 章では，遅延時間の大きな遅延波が存在する周波数選択性フェージング環境下にお

いて，より高速・高品質な伝送を実現するシステムとして，両方向判定帰還型等化器を用

いた適応変調方式を提案する.さらに，判定帰還型等化器を用いる際に問題となる等化に

要する演算量の削減をはかるため，タップ間隔可変判定帰還型等化器を提案する.本章で

は，これらの原理について述べたのち，計算機シミュレーションにより提案方式の検討を

行ない，周波数選択性フェージング環境下において良好な特性を得られることを明らかに

した

第 6 章は結論であり，本研究で得られた結果の総括を行っている.
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第 1 章

弘
一
肌

序

近年の社会の経済的活動の発展に伴い，電気通信に対する需要は増大しており，その中

でも，“いつでもヘ“どこでもぺ“だれとでも"通信が可能となる移動通信の重要性は年々

大きなものとなっている.一方，固定通信網においては，音声だけではなく，計算機データ，

画像など種々のメディアの伝送が行われており，また最近では WWW(World Wide Web) 

へのアクセスのように音声，文字データ，静止画像，動画像など様々なメディアが混在した

データの伝送が広く行われるようになっている.このようなサービスに対する要求は，移

動通信におけるディジタル通信技術の発達山一[3] や携帯型情報端末 [4] の登場により，固定

通信網だけではなく.移動通信においても今後非常に大きなものとなることが予想される.

移動通信において，このような多種多様なメディアの伝送を行い，これらの要求を実現

するためには，移動通信において，より高速・高品質な伝送の実現が必要不可欠となる.

高速伝送を実現するための手段としては，伝送電力が重要な問題となる環境下ではシン

ボルレートを高速化させる方法が，伝送帯域が重要な問題となる環境下では 16PSK(Phase

Shift Keying) や 16QAM(Quadrature Amplitude Modulation) [5][6] 等の多値変調方式を用

いる方法等が考えられる.このうち，シンボルレートを高速化させる方法は伝送帯域が拡

大し，移動通信に用いることのできる周波数が非常に限られたものであることを考慮する

と，あまり好ましくなく，また遅延波の影響による伝送品質の劣化が増大するという問題

も生じる.一方，多値変調方式を用いる方法は伝送帯域を広げずに高速伝送が実現でき，周

波数資源が限られた移動通信において高速伝送を実現する上では非常に有効である. しか

しながら，変調多値数の増加に伴い，フェージングによる受信レベルの落ち込みに弱くな

り，伝送品質を保つために必要な送信電力が増大するという問題や，遅延波の影響を受け

やすいという問題が生じる [7]. 

しかしながら，フェージングや遅延広がりの時間的変化をミクロに観測すると，受信レ

ベルの落ち込みゃ，遅延波により伝送品質が大幅に劣化する時間率は比較的小さく，大部

1 



2 第 1 章序論

分の時間区間では信号レベルが高く，また遅延波の影響が少ないと考えられる.

そこで，このような伝搬路状況の変動を積極的に利用し，受信レベルが大きく，かつ遅

延広がりが小さい場合には， 256QAM のような変調多値数の大きな変調方式を用いること

により高速な伝送を行い，受信信号レベルが小さいか，または，遅延広がりが大きい場合

には，雑音や遅延波に対して強い変調多値数の小さな変調方式を用いることにより，伝送

品質を劣化させることなく高速伝送を実現できることが期待できる.

適応変調方式は，このような考えに基づき，従来システムのように変調多値数を固定し

て伝送を行うのではなく，伝搬路状況やトラヒックの状況に応じて変調多値数を可変とし

て伝送を行う方式であり，これまで各種の適応変調方式が提案されている [8]~[15].

ここで，伝搬路状況に応じて変調多値数を制御する場合は伝搬路状況の推定が重要な課

題となる.文献 [9] においては RSSI(Received Signal S七rength Indica七or) により伝搬路状況

を測定し変調多値数を制御している.しかしながら， RSSI は雑音や遅延波を分離して推定

できないため CjNo (搬送波電力対雑音電力密度比)が低い場合や遅延広がりが大きい場合，

伝搬路状況を正しく推定できずシステムが正常に動作しないことが予想される.また，多

値変調方式には，その信号点配置により，多相 PSK ， Square 型 QAM や S凶r 型 QAM など

多様な方式が存在する.従来は，遅延検波が利用でき，復調の際に搬送波の同期が不要な

Star 型 QAM[9] や多相 PSK[10] が適応変調方式に用いられてきた.しかしながら， Square 

型 QAM においても，パイロットシンボル挿入型フェージング補償技術 [5] を適用すると，

上記の欠点を克服する事が可能となる上に， S七ar 型 QAM や多相 PSK と比較すると，理

論的特性は優れている [16] ため，適応変調方式においても Square 型 QAM を用いること

により，より高速・高品質な伝送の実現が期待できる.

更に，陸上移動体通信において高速・高品質伝送を行う場合，遅延波の影響まで含めた方

式設計が不可欠であるが，これまでの適応変調方式では，遅延波対策および周波数選択性

フェージング下での特性については議論されていない.しかしながら，遅延プロファイル

に応じて変調多値数を制御することにより従来の変調多値数固定の方式と比較して伝送品

質を劣化させることなく高速伝送が実現できると考えられる.

一方，陸上移動通信において更なる高速伝送を実現するためには，特に周波数選択性

フェージングがより厳しい環境下において伝送特性を改善する必要がある.周波数選択性

フェージング下における特性の向上を図るための技術としては，ダイパーシチ [6] ，適応等

化器 [17] ，アダプテイブアレーアンテナ [18] 等の技術が提案・検討されているが，このうち

ダイパーシチ技術はそれほど遅延波の影響が大きくない周波数選択性フェージング環境下

において，比較的簡易な方法で耐遅延波特性を向上させることができるため広く用いられ

ている.また，ダイパーシチ技術を用いる際には，ブランチ合成法が非常に重要な問題であ

り，合成法としてはアンテナ切換え，等利得合成，最大比合成等が知られている [19]. 特に
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アンテナ切換え法は TDMAjTDD(Time Division Mul七iple AccessjTime Division Duplex) 

に基づいた送信ダイパーシチ [20]-[22] の適用が容易であり，移動局側の装置構成が簡易に

なるという利点を有する.更にアンテナ切換え法を用いる際には，ブランチ選択の方法と

して，従来は各ブランチのうち受信信号電力が最大となるものを選択する方式を用いるの

が普通であるが，この方法を周波数選択性フェージング下で適用する場合，伝送品質が受

信信号レベルと遅延プロファイルの両者で決まるため，受信信号レベルのみでダイパーシ

チブランチの選択を行なうことは，必ずしも最適なブランチの選択法とはいえない.また，

同様の理由から，従来のアンテナ切換えダイパーシチを適応変調方式に適用することは，適

応変調方式にとっての最適なダイバーシチブランチの選択法ともいえない.

一方，適応変調方式では， TDMAjTDD の上り回線と下り回線の伝搬路可逆性を利用し，

各受信タイムスロットにおける遅延プロファイルの測定値の時系列から送信タイムスロッ

トにおける伝搬路特性を推定する伝搬路特性推定機能を有している [14]. 従ってこの伝搬

路特性推定機能をダイバーシチブランチの選択法にも活用することにより，遅延広がりの

影響も含めて受信信号品質のよいブランチの選択を可能とするダイパーシチ合成法 [23] の

実現が期待でき，一様レイリーフェージング下だけではなく，周波数選択性フェーマング

下においても，さらなる伝送速度の向上と伝送特性の向上を図ることが可能となる

遅延波の遅延時聞が更に大きな遅延波が存在する周波数選択性フェージング環境下にお

いて伝送特性を改善するためには抜本的な周波数選択制フェージング対策技術である線形

等化器 [24] ，判定帰還型等化器 [25ト[27] ，最尤推定法 [24] [28] を適応変調方式に適用する必

要がある.中でも判定帰還型等化器は，最尤推定法と比較して補償特性は若干劣るが，ア

ルゴリズムが簡略であること，非線形等化器であり線形等化器では除去できないような遅

延波の除去が可能である等の利点がある [29]. しかしながら，判定帰還型等化器を端末が

高速に移動する移動体通信に適用する場合，変動する周波数選択性フェージングに対する

追従と，補償する遅延波の遅延時間の設定が問題となる.このうち前者については，本論

文では端末の移動速度が人の歩く速さ程度と考えられる室内およびマイクロセル環境を想

定し伝搬路の変動はゆるやかであると仮定し，ここでは問題としない.後者の問題に関し

ては，あらかじめ設定された遅延時間以上の遅延波が到来した場合，等化器は正常に動作

しなくなるという問題がある.しかしながら，補償する遅延波の遅延時間を大きくすると

等化に必要な演算量が大幅に増加するという問題が生じる.そこで，本論文では伝搬路の

推定機能を利用して，十分大きな電力を持った遅延波のみを補償することにより，演算量

を増大させることなく遅延時間の大きな遅延波を補償するタップ間隔可変型判定帰還型等

化器を提案する.この方式では，補償対象からはずれた電力の小さな残留遅延波により特

性が劣化することが考えられるが，これを補償するために残留遅延波の影響が小さい場合

には， 16QAM を，影響が大きい場合には QPSK を用いる変調多値数可変適応変調方式を
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適用する.

本論文は，遅延波まで考慮した現実的な移動通信伝搬路環境において高速伝送の実現に

適した適応変調方式を提案し，その伝送特性について検討をおこなったものである.第 2

章において，陸上移動通信において用いられる無線伝搬路の特性について述べた後に，従

来の方式の問題点について述べる.次に，第 3 章において変調方式として Square 型 QAM

を用い， TDMAjTDD に基づく方式により瞬時の GjNoおよび遅延広がりを推定し，そ
れに応じて変調多値数を可変とする適応変調伝送方式について，その伝送特性を一様レイ

リーフェージングおよび周波数選択性フェージング下について解析を行う.また第 4 章で

は，適応変調方式に対してダイパーシチ技術を適用するために，基地局における送受信ダ

イパーシチを用いた適応変調方式の伝送特性を解析する.本方式は，基地局においてのみ

ダイパーシチ動作を行い，また，変調多値数の伝搬路状況への適応も基地局においてのみ

行うことにより，ダイパーシチ技術の適応変調方式への適用を実現している.第 5 章では，

遅延時間の大きな遅延波が存在する周波数選択性フェージング下において伝送特性の改善

を演算量を増大させることなく実現するために，タップ間隔可変型判定帰還型等化器を用

いた適応変調方式を提案・検討する.最後に第 6 章において，本研究で得られた成果を統括

し，結論としている.



第 2 章

陸上移動伝搬路

2.1 序言

陸上移動通信においては情報伝達のため，無線伝搬路を用いている.無線イ云搬路の特徴

は，送信側での送信電力が一定であっても，送受信機関の距離，周辺の地形，反射・回折に

よる多重伝搬路により受信信号レベルが大きく変動することである.

本章では，無線伝搬路の特徴を述べた後に，このような伝搬路環境下における BER(Bit

Error Rate) 特性について述べた後，今現在のシステムが抱えている問題点について明らか

にする.

2.2 多重伝搬路

陸上移動伝搬路特性は，アンテナから放射された電波が距離が遠くなるに従って減衰す

る距離変動，大きな建造物などの遮断により比較的緩慢な変動となる中央値変動，多重伝

搬路を経由した電波が遅延時間を伴った素波となり，それらがかさなって急激な変動を起

こす瞬時値変動であるフェージング，の 3 つが重ね合わされものとして特性づけられる.こ

れらの変動のうちで伝送特性を決定するものは主に瞬時値変動であるので，本章ではこの

瞬時値変動について述べる.

移動局の周辺にはピル等の大きな建造物があり，基地局と移動局との間は見通しが確保

されることはなく，見通し外通信となる.このため，基地局から送信された電波は，周辺

の多数の建造物による反射団折によって生じた多数の伝搬路を経由し，異なる遅延時聞を

伴って移動局において受信される.送信信号として複素信号 s(t)

s(t) = A(t) exp(j(叫+ゆ(t))) (2.1) 

5 
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を考える . A(t) は振幅変調成分， c�( t) は位相変調成分である.移動局の周囲の建造物によ

り M個の到来波が移動局において受信されたとすると，この時の受信信号 u(t) は次式で

表される.

M 

'u(t) = 乞 ~s(t-η)exp(j27f!d cos Bi + j仇)
i=l 

M 

= L九A(t ー η ) exp(jwct) exp(jゆ (t - η)) exp(j S7f !dtcosBi) exp(j弘) (2.2) 

ただし，

ゅ;=仇 -ωc匂 (2.3) 

で与えられる.ここで，~は各到来波の振幅， ηは遅延時間 ， Biは移動局の進行方向に対す

る到来波の到来角度を表す.またんは移動局の移動によるドップラーシフトの最大値であ

り，移動局の移動速度を V ， 波長を入とすると

id=1 (2.4) 

で与えられる.多重伝搬路によるフェージングは式 (2.2) 中の ， A(t) ， ゆ (t) の変動速度と遅

延時間ηの関係により一様フェージングと周波数選択性フェージングの 2 つに分類される.

以下では，この 2 つのフェージングについて述べる.

2.3 一様フェージング

式 (2.2) において，到来波の遅延時間ηが， A(t) ， ゆ (t) の変動速度と比べて十分小さい場

合，式 (2.2) は

時) = A(t)叫(jwct) 叫(jゆ(t)) 乞 Ri exp(j2πfdt cos Bi) exp(j cþ~) 

= s(t)c(t) (2.5) 

となる.ただし，
ルI

c(t) = 玄 ~exp(j2πfdtcos Bi) exp(jcþ~) (2.6) 

である.

式 (2.5) は送信信号 s(t) に対し単にフェージングによる振幅・位相変動の高 c(t) を乗積し

たものであり，周波数にかかわらず同じ振幅・位相変動を与えることを示す.従って，この

フェージングは一様フェージングと呼ばれる.



2.4周波数選択性フェージング

このフェージング変動 c(t) は以下のように変形できる.

ただし

c(t) = x(t) + jy(t) 

= r(t) exp (jψ (t) ) 

M 

x(t) = 乞九 cos(2πんt cos ﾐi + 内)

M 

y(t) = 乞九日in(2π!dtcosﾐi + 弘)
i=l 

r(t) = V x(t)2 + ν (t)2 
ψ (t) = tan-1(y(t)jX(t)) 

7 

(2.7) 

(2.8) 

(2.9) 

(2.10) 

(2.11) 

(2.12) 

である.ここで，式 (2.7) は直交座標表現，式 (2.8) は極座標表現である.この x(t) ， y(t) 
の振幅の確率密度関数は到来波数Mが大きくなるに従い，中央極限定理によりガウス分布

に漸近する [30]. x(t) と ν(t) は独立であるので，フェージングの包絡線変動ァ(t) の分布は

レイリ一分布，位相変動ψ(t) の分布は一様分布となり，この γ (t) とゆ (t) も独立となる.こ

のフェージングは包絡線変動がレイリー分布に従うヒとから，一様レイリーフェージング

あるいは単にレイリーフェージングと呼ばれる.

このレイリーフェージング環境下における，瞬時の受信信号電力と瞬時の BER の関係

を図 2.1に示す.図からわかるように，ほとんどの時間区間では瞬時受信電力が高くエラー

フリーの伝送を実現しているが，瞬時受信電力が低く伝搬路状況が劣悪な場合にパースト

誤りが発生し，全体としての伝送特性を劣化させている.

このようにフェージング環境下における伝送特性は，ごく一部の伝搬路特性が劣悪な場

合に強く依存し，ほとんどの時間区間ではエラーフリーとなっており，このような場合に

ある程度の伝送特性を得るためには，システムマージンを大きくとる必要があるという問

題がある.

2.4 周波数選択性フェージング

式 (2.2) において，到来波の遅延時間ηが， A(t) うゆ(t) の変動速度と比べて無視できない

ほど大きい場合，式 (2.2) は

M 

u(t) = 2ン(t - η)九 exp (j 2πfdtcos ﾐi) exp(jc�:) 
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図 2.1: 受信電力と BER特性の関係
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h(T; t) = 乞 ð(t - η) Rt exp (j 2げ'dt cos ei + j弘) (2.14) 
i=l 

で表される . h(T; t) は，時刻 t における遅延時間Tの到来波の複素包絡線を表しており，複

素遅延プロファイルと呼ばれる.

式 (2.13) は受信信号 u(t) は送信信号 s(t) と複素遅延プロファイル h(T; t) との畳み込み

積分で得られ，送信信号 s(t) がインパルス応答が h(T;t) の伝送路によりフィルタリングさ

れることを示している.一様フェージングでは，送信信号 s(t) に対し単に複素係数 c(t) が

乗積されていたのに対して，この場合は送信信号 s(t) の波形そのものに，インパルス応答

h(t; T) による歪みが生じることになる.これを周波数領域で考えると，ブイ lレタリングに

より各周波数成分に異なる係数が乗積されることから，このフェージング現象は周波数選

択性フェージングと呼ばれる.

周波数選択性フェージング環境下では，受信信号が受ける影響は複素遅延プロファイル

h( T; t) と密接な関係がある.遅延プロファイルを解析する際に重要なパラメータとして，
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平均遅延時間ケ)および遅延広がり (Trms ) がある.遅延プロファイル h(T; t) の t= ちにお

けるん(T) と表すと，ナやTrmsの値はん(T) の時系列

{h1(T) う h2( T ), . . . , hi ( T ), . . . , hπ (T)} 

から，求めることができる.

まず，平均遅延時間の求め方について述べる.一つの遅延プロファイル hi(T) に対し，電

力遅延プロファイル Pi(T) は以下のように表される.

Pi (ァ) = I ん (T)1 2 (2.15) 

n 個のプロファイルによる電力遅延プロファイルの平均を Pav(ァ)とすると

Pav(T) = LPi(T)/η (2.16) 
i=l 

で求められる.このとき，平均遅延時間ヂは平均電力遅延フ。ロファイル Pav(T) の加重平均

で与えられる.

ヂ=乙7 伽(T)dT/E (2.17) 

ここで ， Eは平均電力遅延プロファイル pω (T) の全電力であり，次式で与えられる.

E=乙伽(T)dT (2.18) 

次に，遅延広がり Trmsは平均電力遅延フ。ロファイル Pav(T) の標準偏差で与えられる.
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(2.19) 

一般に，ディジタル伝送を行った場合の BER特性は複素遅延プロファイ Jレに依存するが，

遅延波の遅延時聞が 1 シンボル時間以内であり，かつ遅延広がりが 1 シンボル時間長の約

1/10 以下の場合， BER 特性は遅延広がりのみに依存し遅延プロファイルには依存しない

ことが報告されている [31].

2.5 結言

本章ではまず陸上移動体通信で用いいられる無線伝搬路特性について，その特徴を述べ，

一様フェージングおよび周波数選択性フェージングについて述べた.無線伝搬路特性は時

間的に大きく変動し，伝送特性は時間的には非常に少ない割合で発生する瞬時伝搬路状況

が劣悪な場合に非常に大きく依存することを示した.





第 3 章

変調多値数可変適応変調方式

3.1 序言

本章では時間的に変動する無線伝搬路において高速な伝送を実現するために，伝搬路状

況にかかわらず固定の変調多値数を用いるのではなく，伝搬路状況に応じて変調多値数を

可変とする変調多値数可変適応変調方式を提案する.

まず，提案方式の原理，送受信機構成およびフレームフォーマットについて説明した後，

伝搬路状況の推定・予測，変調パラメータの選択基準，受信機側での変調多値数推定といっ

た適応変調方式を構成する周辺技術について述べる.次に一様レイリーフェージング環境

下における伝送特性の理論解析を行ない，変調多値数固定の方式と比較して伝送品質およ

び伝送速度を改善できることを示す.その後に，計算機シミュレーションにより一様レイ

リーフェージングおよび周波数選択性フェージング環境下における BER 特性および平均

伝送速度について検討を行ない，提案方式により伝送品質および伝送速度が改善できるこ

とを明らかにする.

3.2 システムモデル

3.2.1 適応変調伝送方式の原理

陸上移動通信路ではマルチパスフェージングにより伝搬路特性は大きく変動する.この

ような通信路に対し，従来では，図 3.1(a) に示すように伝送路の状況がある程度悪い場合

においても所要の品質を満足するように回線設計を行う.そのため，かなり高い時間率で，

64QAM , 256QAM 等の変調多値数の大きな変調方式で十分な伝送品質が得られるにもか

かわらず，変調多値数の小さな変調方式が固定的に用いられてきた.

11 
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これに対し，変調多値数可変適応変調方式は，図 3.1(b) に示す様に，伝搬路の変動に応

じて，状況が劣悪な場合には QPSK 等の変調多値数の小さいものを用いることにより，一

定の品質を保持し，伝搬路状況が良好な場合には， 256QAM のように変調多値数の高いも

のを用いて高速伝送を行うことにより，従来の変調多値数固定のシステムと比較して伝送

品質を劣化させることなく高速な伝送を実現するシステムである.

図 3.2 に提案する変調多値数可変適応変調方式の概念図を示す.提案方式ではアクセス

方式として TDMA 方式を採用しており，送信側で，パースト毎に，用いる変調多値数を瞬

時伝搬路状況に応じて設定する.受信機では，受信信号をもとに各バーストの変調多値数

を推定した後，復調をするとともに，受信時の伝搬路状況を推定する.本方式では，上り

回線・下り回線に同一周波数を用いる TDD 方式を用いているので，送受信タイミングが時

間的に近ければ，送受信のフェージング変動の相関は大きくなり，受信時の伝搬路状況か

ら送信時における伝搬路状況の予測が可能である [20]. 送信機においては，この予測値を

基に，基準となる BER (Bit Error Ra七e) を満たし，かっ伝送速度が最も大きくなる変調多

値数を選択し，次の送信パーストにおける変調多値数として用いる.
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図 3.1: 変調多値数可変適応変調方式の原理
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図 3.2: 変調多値数可変適応変調方式のシステムモデル
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3.2.2 送受信機構成

図 3.3に提案方式で用いられるフレーム構成を示す. 1 フレームは 8 個のタイムスロット

に分割され，うち 4 個を上り回線に， 4 個を下り回線に用いる.また， 1 タイムスロットは

プリアンブル (R1 )，データ部 (D1 ， D2 ) ，ユニークワード (UW)，ポストアンプル (R2 ) から

構成される.ユニークワードは 2 つの部分から構成され，一方は伝搬路状況推定に用いら

れ，もう一方は受信パーストで用いられているパーストを推定するために用いられる.ま

た，プリアンプ jレの最後のシンボjレ，ユニークワードの最初のシンボjレおよび最後のシン

ボル，ポストアンプルの最初のシンボルはフェージング歪み補償のためのパイロットシン

ボルとしても用いられる [5]. また，瞬時の伝搬路状況に応じて変調多値数が変化するのは

データ部のみであり，それ以外の部分は BPSK(Binary Phase Shift Keying) または QPSK

等の固定された変調方式が用いられる.

1frame 

0 , 

R,: Preamble 

R2:Postamble 

02 

1 burst 

ML : Modulation Level 
Codeword 

0,02:0ata CE :Channel Estimation 

UW:Unique Word Word 

図 3.3: フレーム構成

図 3.4に送受信機構成を示す.実線は信号の流れを，点線は制御信号やタイミング信号の

流れを表す.提案方式の送受信機は，パイロットシンボル挿入型フェージング補償方式を

用いた QAM 送受信機 [5] に対して，変調多値数推定部 (Modula七ion level estimator) ，伝

搬路状況推定部 (Instantaneous C / No & delay spread estimator) およぴ最適変調多値数決

定部 (Modul抗ion level con七roller) を付加することにより変調多値数の適応制御を実現して

おり，これらについては後の節で詳細に説明する.
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Data 

Data 

Receiver 

図 3.4:送受信機構成

送信側において，送信データを SjP 変換器によりパラレルデータに変換し，ベースパン

ド信号発生部 (Baseband Signal Generator: BSG) において伝搬路特性の推定値に基づいて

選択された変調多値数の QAM ベースバンド信号を生成する.また生成されたベースパン

ド信号はフレーム構成部 (Frame forma七七er) において時間軸上で圧縮をし，図 3.3に示され

る TDMA パーストを構成する.送信信号は，低域通過型フィルタ (Low Pass Filter: LPF) 

により帯域制限を行った後，直交変調を行い，割り当てられたタイムスロットにおいて送

信を行う.

受信側では，受信信号を帯域通過型フィルタ (Band Pass Filter: BPF) に通した後に，準

同期検波を行う. LPF により受信信号の帯域外の雑音や干渉成分を除去した後に，この受

信信号を用いて，シンボル同期およびフレーム同期を行う.また，ユニークワード (UW)

中の変調多値数推定用コードワード (ML) を用いて，変調多値数推定を行う.その後，プ

リアンプ jレ，ポストアンプルおよびユニークワード中のシンボルを用いてフェージング変

動の補償を行い [5]，データを復調する.同時に， UW 中の伝搬路状況推定用ワード (CE)

を用いて受信時における伝搬路状況の推定を行い，次の送信タイミングにおける伝搬路状

況を予測し，予測された伝搬路状況に対して最適な変調多値数を設定する.

3.2.3 変調多値数推定部の構成

変調多値数可変適応変調方式では，パースト毎に変調多値数が異なるため，受信機にお

いて正しくデータを復調するためには，何らかの方法で各パーストで用いられている変調
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多値数を推定する必要がある.提案方式では，変調多値数推定方法として Walsh 関数 [32]

を用いた方法 [33][34] により推定を行う.

用いられる変調方式が 22mQAM の場合，送信機において TDMA バーストの UW 中の

ML には，そのパースト中で用いられている変調方式を示す Walsh 関数が挿入される.こ

の時用いられる変調方式は，雑音や遅延波に対して強い BPSK(BinaηPhase Shift Keying) 

が伝搬路状況によらず用いられる.時刻 t におけるベースパンド信号 Sm(t) は，

丸じん
,TLV 肉

λ
ue

 

'
ぉm

 

ω
 m

 

A
 

M
Z
M
 

一
一

t
T
L
v
 m

 

ρ
0
 

(3.1) 

で表される.ここで， 2m は 1 シンボルで伝送できるピット数を示し， m=  1 ， 2 ぅ 3 ， 4 はそれ

ぞれ QPSK ， 16QAM, 64QAM , 256QAM に相当する.また Amは 22mQAM の最大振幅

[5] , Ts は 1 シンボル時間長， NMLは Walsh 関数の符号長， ωmkは 22mQAM を示す Walsh

関数の第 k番目のシンボル， ó(t) は Dirac の6関数である.また，パースト全体での送信電

力は用いる変調多値数によらず一定である.

受信機においては，受信信号のシンボル同期・フレーム同期を行った後に，サンプルされ

た信号からパースト中の変調多値数用コードワード部のシンボルを取り出す.このシンボ

ルにおける t 番目のサンプル点の受信ベースパンド信号 Ym(i) は次式で表される.

Ym(i) = c(i)zm(i) + n(i) (3.2) 

ここで c(i) ， z(i) ， η(i) はそれぞれ，複素フェージング変動 c(t) ， 送受信機の LPF で帯域制

限された変調多値数用コードワード部の信号波形 zm(t) および等価低域系で表されたガウ

ス雑音 n(t) を t= むにおいてサンプリングしたときの値である.また ， tsa叩le を 1 シンボ

jレ中のサンプルタイミングとするとき ， tiは次式で表される.

ti = tsample 十 iTs 。 三 ts白肌 (3.3) 

変調多値数推定部では ， Ym(i) と 22仇QAM に対応する符号句(i) との相関をとり，次式で

示される V仇を求める.

協 =1仏1 2

N且，fL

Àm，= 乞 y(i)sら(i)

(3.4) 

(3.5) 
i=l 

ここで ， s:n(i) は旬。)の複素共役を表す.11.仇は尤度を表しており，送信側で用いた符号

と，受信側で相関をとる際に用いる符号が異なる場合は， Walsh 関数の直交性により入仇は

0 となるため，推定部では V仇を最大とする S仇(i) が，送信側において挿入された変調多値

数を示すユニークワード部の波形と判断し，仇に対応した変調方式 22仇QAM が送信側にお

いて用いられたと推定する.
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3.2.4 伝搬路状況推定部の構成

各パーストの uw 中の CE は，周期 NCEの変形 M 系列が挿入されており，これを用い

ることにより，伝搬路状況の推定を行う [35]. ここで，変形M 系列とは，その自己相関関

数が，周期の定数倍のところ以外で 0 となるように， M 系列に対して直流成分を与えたも

のであり [36]，周期 NCEの変形 M 系列の自己相関関数 R(l) は次式で与えられる.

I NCE + 1 l = 0 mod NCE 
R(l) = < 

I 0 l 手 o mod NCE 

また，変調方式としては雑音や遅延波に対して強い BPSK を用いる.

(3.6) 

陸上移動伝搬路においては，多くの場合，遅延波の最大遅延時間は数μs 程度であるので

[37] ，数 10ksymboljsec の伝送を行う場合の遅延広がりは 1 シンボjレ時間長の 10%，，-，20% と

なる.ディジタ Jレ伝送においては遅延広がりが 1 シンボル時間長の 10%，，-，20%の場合，伝

搬路モデルは直接波と遅延時間丸で固定された遅延波からなり，直接波・遅延波の電力が変

化する 2 波モデルで同定することが可能である [29]. したがって，本論文では伝搬路のイ

ンパルスレスポンス h(t) として次式で表されるものを仮定する.

h(t) = ho(t)8(t) + h1(t)8(t -Ts) (3.7) 

ここで ， ho(t)うん (t) はそれぞれ直接波，遅延波の複素振幅変動を表す.また， 1 シンボル遅

延の遅延波を測定するために，変形M系列の前には変形M系列の最後のシンボルを，変形

M 系列の後ろには変形 M 系列の最初のシンボルを付加し，実際のシンボル数は NCE +2
である [35].

受信側において，伝搬路状況推定用ワードのベースバンド信号 y(t) の第 i 番目のサンプ‘

ル値 y(í) は，

y(�) = ho(í,k)s(í) + h1 (í ,k)s(í -1) +η(í) (3.8) 

となり，これが伝搬路状況推定部の入力となる.ただし ， s(í) ，y(i) はそれぞれ，送信ベー

スパンド信号 s(t) および、受信ベースパンド信号 y(t) の t 番目のサンプル値であり ， ho(i , k) 
, h1 (i ， .k) は k番目のバーストの i 番目のサンプル時における直接波，遅延波の複素振幅変

動を表す.

本論文では端末の移動速度が人の歩く速さ程度と考えられる室内およびマイクロセ jレ環境

を想定し，シンボル伝送速度で規格した規格化最大ドツプラ一周波数んZ を1.563 X 10-5 ( シ

ンボルレート Rs = 64ksymboljs の時ん=lHz) 程度として，パースト内ではフェージング

変動が一定であると仮定すると ， ho(í , k) , h1(í , k) は

hj(í ヲ k) = hj (k ) j = 0ぅ 1 (3.9) 
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scan 

o Ts t 

Measured delay profile h'(t) 

図 3.5: 遅延プロファイルの推定

と表すことができる.従って図 3.5に示すように，式 (3.8) で示される受信信号と送信信号

s( i) との相関をとることにより，複素振幅変動の推定値 h~( k ), hi ( k )を求めることができ，

これより遅延プロファイルの推定値を得ることが可能である [35]. また，この推定された

遅延プロファイルを用いることにより，受信時における遅延広がり Trmsは次式で、与えられ

る [35].

lhi (k)12 /lh�(k)12 

Trms
ご

1 + Ihi(k)12/lh�(k)12.L

S (3.10) 

次に，この推定された遅延プロファイルと送信系列との畳み込みをとることによって受

信信号のレプリカの推定値 y' (i) が得られる.この推定されたレプリカと実際の受信信号

y(i) の差をとることにより，次式で示される雑音成分の推定値 n'(i) が得られる [35].

η'(i) = y(i) -y'(i) 

y'(i) = h~(k)s(i) + 同 (k)s(i -1) 

また，測定される搬送波電力 P'は次式で表される.

同)12
P=-T-(|凶作)1 2 + 1 同 (k)12) 

以上の結果を用いると受信時の G/Noの推定値は次式で与えられる.

G _ P; 
No 

-<η'2(i) > 

ただし ， Bは受信機 LPF の等価雑音帯域幅を表す.

(3.11) 

(3.12) 

(3.13) 

(3.14) 



20 第 3 章変調多値数可変適応変調方式

1 frame す frame

|R11R21 ............IR1IR2IR3IR4IT1IT21 

、
、
‘
，
，
，

d
E
E
 

b
A
 

，
s
-
E
‘
、

EHH 

、
、.
E

，
，

b
n
 

，
，
z
‘
‘
、

h
H
 

向(k

o Ts t o Ts t o Ts t 

図 3.6: 外挿による複素振幅変動の推定

フェージング変動は最大ドップラー周波数んで帯域制限されたランダム過程であるので

[38] ，複素振幅変動 ho(k) ， h1 (k) の軌跡は滑らかに変動すると考えられる.従って，図 3.6

に示すように受信時に推定した複素振幅変動の軌跡を滑らかに外挿することにより送信時

における複素振幅変動を推定する事ができる.従って複素振幅変動の推定値仇(k) ，ÎL~(k) は，

め (k) = Qohj(k) + Q1hj(k -1) + Q2h'(k -2) i = 0,1 (3.15) 

で与えられ， Qo , Q1 , Q2の値は外挿方式として 2 次の外挿を用いる場合は，

15 ~ 10 ~ 3 
Qo= 一， Q1= 一-~-， Q2 = ~， 

8' ~'" 8 
(3.16) 

外挿方式として 1 次の外挿を用いる場合は，

Qo=ZQ1=-h2=0 (3.17) 

外挿方式として 0 次の外挿を用いる場合は，

Qo = 1, Q1 = 0, Q2 = 0 (3.18) 

である.



3.2 システムモデル 21 

なお，これらの外挿方式のうち， 0 次の外挿は他の外挿方式と比較して劣化が非常に大

きいが， 1 次と 2 次の外挿方式は，ほぼ同じであるため [35]，本論文では外挿方式として 1

次のものを用いる.

このようにして推定された複素振幅変動を用いると，自局送信時における相手局の受信

電力の推定値 P;は式 (3.14) で与えられる自局受信時における受信電力の推定値と同様に次

式で与えられる.

同)12 11 L P: = I<J¥;JI (líì~(k)12 + líì~(k)12) (3.19) 

また，雑音電力は移動局・基地局で送信電力の差および受信機の雑音特性の差による定数倍

を除いて送受信で同一であると仮定できるので式 (3.11)(3.19) より，送信時における相手

局の GjNoの推定値は次式で表される.

乏 =GB Ft(320)  
No くが2(i) > 

ただし， G は送受信機関での送信電力の差や雑音特性の差により定められる定数である.

また，遅延広がり Trmsは推定された複素振幅変動的(k) ， h~ (k) を用いて，式 (3.10) と同

様に，

Trms 

で与えられる.

_ J1 h~ (k ) 12 j 1 h'o (k ) 12 中-
1+ 1 同 (k)12 j 1 h'o (k ) 12 

_L s 

3.2.5 変調多値数決定の原理

(3.21) 

提案方式においては，パースト毎に変調多値数を変化させるが， 1 バースト時聞が十分

に短ければ，パースト内では伝搬路特性は一定とみなすことができるため，パースト内で

の BER特性は静特性に従う.従って，用いる変調多値数の決定は，推定された伝搬路状況

に対して，各変調方式の静特性を用いて行う.

提案方式では，伝搬路特性を表現するためのパラメータとして，遅延広がりと Cjぬを
推定する.そこで，遅延広がりをパラメータとして，パイロットシンボル挿入型フェージン

グ歪み補償技術を用いることによる劣化や図 3.3のフレームフォーマット中でデータ部の平

均電力とデータ部以外の平均電力が異なることによる劣化 [5] を考慮した QPSK， 16QAM, 

64QAM , 256QAM の BER特性を計算機シミュレーションにより求める.ここで，直接波

と遅延波の位相差。。は確率密度関数が一様分布となるランダムな値をとる [38] ため， BER 

特性は各遅延広がりにおいて，各パースト毎に eo を -π < eO ::;π でランダムな値を選択し

てシミュレーションをオ子った.
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図 3.7: 変調多値数の決定基準

このようにして求めた BER特性をもとにして，最適変調多値数設定部では，ある GjNo ，

遅延広がりに対して基準となる BER(例えば 10-3 ) を満たし，なおかつ，最も大きな変調

多値数となるものを選択する.

ところで，一般に遅延広がりが 1 シンボル時間の約占であれば， BER特性は伝搬路の
遅延プロファイルには依存せず，遅延広がりにのみに依存する [31J. 提案システムでは遅

延特性として遅延広がりのみを考慮しているため，遅延広がりが 1 シンボル時間のj より

大きい場合には上記の方法で得れらる変調多値数よりも一段小さい変調多値数を用いるこ

ととした [11J.

用いる変調多値数を 4， 16 , 64 , 256，シンボルレートを 64ksymboljs ， BER の基準値を

10-3 とした場合の変調多値数の決定基準は図 3.7に示すものとなり，推定された瞬時 GjNo
および遅延広がりに対して図 3.7から求められる変調多値数を，送信するパーストの変調方

式として用いる.
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3.3 伝送特性解析

本節では，一様レイリーフェージング下における変調多値数可変適応変調方式の平均 BER

および平均ピットレートを理論的に導出する.

瞬時 GjNo を X ， 平均 GjNoをまとすると一様レイリーフェージング下での z の確率密度

関数 p(x) は
2
z
z
 

p
U
 

1

一
一Z

一
一

、
、
，E，
JZ

 

/
l

、
、

U
4
 

(3.22) 

と表せる [38].

また瞬時 GjNoが Xlから X2の聞に落ち込む確率 P(Xl < X :::; X2) は

P(Xl < 行勾)=fie-喜d (3.23) 

となる.従って，変調多値数可変適応変調方式の平均ピットレート克は

一土 rXi+l 

Rb=p t RS JL 州dx (3.24) 

で与えられる.ただし， Rsはシンボルレートを ， Xiは用いる変調方式を決定する GjNoのし
きい値を表し， シンボルレートが 64ksymbolsjs，使用変調多値数を 4， 16 , 64, 256，基

準 BER を 10-3 とした場合，図 3.7 より，

的-∞ X2= 65.9 X3 = 72.2 X4 = 78.3 Xs = ∞(dBHz) (3.25) 

である.平均 BER を一定時間内における伝送ピット数と誤りピット数の比で定義すると

平均 BER 九の理論式は以下の式で表される [11]. 

土 fXi+1
2 ・ 4 ・ Rs I p(x)Pinon(x)dx 

土 fXi+1
2 ・ i . Rs' I p(x )dx 

九(王) = (3.26) 

ただし，式 (3.26) 中の ~non は 22iQAM の 3.2.5節で述べた各種の劣化量を含んだ静特性条

件下における BER特性であり，予め理論的に求めた.求められた理論値は， i = l(QPSK) 
の場合，

i = 2(16QAM) の場合，

Plnon(X) = ~erfc (イポ計

九仰い)=トfc (店主:)

(3.27) 

(3.28) 
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図 3.8: 変調多値数可変適応変調方式の伝送特性

i = 3(64QAM) の場合，

九九oπ例=えer吋吋γ) (3.29) 

i = 4(256QAM) の場合，

い(x) =長州2551. Rs x) (3.30) 

である.

式 (3.24) ， (3.26) により求めた変調多値数可変適応変調方式の伝送特性を図 3.8に示す.

図には同時に変調方式として QPSK を固定的に用いた場合の 3.2.5節で述べた各種の劣化

量を考慮した理論的な特性も示す.図より， BER特性，平均ピットレート特性ともに向上

しているが， BER特性の改善量が比較的小さいのに対して，平均ピットレートは大きく向

上している.これは，提案方式では伝搬路状況が良好な場合における QPSK 方式での電力

マージンを利用して高速伝送を行っているためである.また，平均 GjNoが小さい領域で
は，平均ピットレートの向上は小さいが，平均 GjNoが大きくなるにしたがって，平均ピッ
トレートが大きく向上している.これは，平均 GjNoが小さい場合は伝搬路状況が劣悪な
時間率が大きく ， 64QAM や 256QAM 等の変調多値数の大きなものが選択される確率が低
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く，その結果平均ピットレートはそれほど向上しないのに対し，平均 GjNoが大きくなる
と ， 64QAM や 256QAM が選択される確率が大きくなるためである.

3.4 計算機シミュレーション結果

提案方式の特性を決定する基本的なパラメータとしては，変調多値数推定に要するシン

ボル数NMLおよび伝搬路状況推定用変形 M 系列の周期 NCEの最適化，耐最大ドップラ一
周波数特性がある.そこで，まず，これらの検討を一様レイリーフェージング下で行う.ま

た，使用する変調方式を変化させた時の伝送特性に関して検討を行う.最後に陸上移動通

信を行う上で最も重要な問題の l つである遅延波存在下において，変調多値数可変適応変

調方式を用いることによりどの程度の高速伝送が実現できるかを検討する.

ここで，送受信機中の BPF に関しては，雑音などによってミキサ等での感度抑圧が発生

せず，かつ信号が歪まない程度の帯域と仮定し，本シミュレーションにおいては， BPF は

ないものと仮定する [5] .また，フレーム同期は完全であると仮定し，最尤推定を用いた方

式によりシンボル同期を行う [39].

なお表 3.1 に本シミュレーションで用いた諸定数を示す.

表 3.1: シミュレーションに用いた諸定数

Symbol mapping Gray coding 

Symbol Rate 64ksymbolsjs 

Tx. and Rx. filters roo七 Nyquist filter (α= 0.5) 

Number of preamble 3 symbols 

N umber of data 100 symbols 

Number of pos七amble 3 symbols 

3.4.1 変調多値数推定用符号長の最適化

uw 中の， ML の符号長 NML を大きくすると，変調多値数推定の精度が向上する.しか
しながら，平均 BER 以上に変調多値数の推定誤り率を向上させても伝送品質は向上せず，

またフレーム利用効率の点から見ると， ML の長さは短い方が望ましい.従って，この長

さには最適なものが存在する.

図 3.9 ， 3.10に，一様レイリーフェージング下における，符号長 NMLをパラメータとした
ときの GjNo に対する BER を示す.ただし，最大ドップラ一周波数んは，図 3.9では 1Hz ，
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図 3.10では 10Hz であり，用いる変調多値数は 4， 16 , 64, 256 の 4 種，基準 BER として

10-3，また NCEの値として次節で述べられる最適値 15 を用いる.
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図 3.9: NMLをパラメータとした時の提案推定方式の特性(ん =lHz)
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図 3.10: NMLをパラメータとした時の提案推定方式の特性(ん =10Hz)
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図より，いずれのんにおいても ， NML  = 4 の BER 特性と NML = 8 ， 16 の BER 特性は

ほぼ同ーのものとなっている.これは ， NML  = 4 の場合にも推定誤りが BER よりも十分

小さい [33] ためであり ， NML としては 4 であれば十分なことがわかる.

また，図 3.11に上記で求めた最適値 NML =4 を用いた場合の軽減困難誤り率を示す.図
には同時に変調多値数の推定誤りがなく.完全であるとした場合の特性を示す.図より，提

案する変調多値数を用いた場合の特性は推定が完全である場合とほぼ同ーとなっている.し

たがって，提案する推定方式は遅延波存在下においても，正しく動作し，またその符号長

も一様レイリーフェージング下における最適値 NML =4 で十分だといえる.

従って，以下の解析ではML =4 の場合について行う.

1σ2 

ovcz 

fd=1 Hz 

。 With estimation(陥L=4)

・ With perfect estimation 

1σ1 

,,_ 

21σ3 
UJ 
申d

図
。

..a 
(.) .. ,,-4 
コ 10
て3
。

と

10・5

1σ2 
τrms Rs 

図 3.11: 周波数選択性フェージング下における提案推定方式の特性

3.4.2 伝搬路状況推定用符号長の最適化

ユニークワード中には，伝搬路状況推定用の符号も含まれており，この符号の長さ NCE
を小さくすると，雑音により推定の精度が劣化する.しかしながら ， NCEを大きくするこ

とはフレーム利用効率の点から望ましくない.従って NCEにも最適値が存在すると考えら
れる.

図 3.12 ， 3.13 に，一様レイリーフェージング下において ， NCE をパラメータとした時の
BER特性を示す.ただし，最大ドップラー周波数んは図 3.12では 1Hz，図 3.13では 10Hz
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図 3.13: NCEをパラメータとしたときの BER 特性(ん=10Hz)

であり，また，使用変調多値数，基準 BER は 3.4.1節で用いたものと同一である . NCE = 7 

の場合をみてみると，図 3.12では GjNoが 65dBHz 以上のところで，特性が大きく劣化し

ており，また，図 3.13においても，同じ領域で多少特性が劣化している.これは ， NCEが
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図 3.15: fdTFに対する BER 特性

離の短い 64QAM や 256QAM が用いられるようになる.信号点間距離が短い場合，伝搬路

状況の推定精度が同程度で，かつ変調多値数誤りの確率が同程度でも BER 特性が変調多

値数の選択誤りに対してより劣下が起こりやすくなるため，このような劣化が生じるもの

と考えられる.

図 3.15 に 1 フレーム時間 TFで、規格化された最大ドップラ一周波数に対する BER 特牲

を示す.いずれの GjNoにおいてもんTF = 8 X 10-2 以上になると BER 特性が劣化して

いる.これは，伝搬路状況の変動が急激になり，伝搬路状況を十分に推定できず推定の精

度が劣化し，伝搬路に対して不適当な変調多値数を選択する確率が高くなり劣化が生じて

いるものと考えられる.また，平均 BER を 10-3以下とするには ， GjNo=78dB の場合，
fdTF = 8.0 x 10一人 GjNo=88dB の場合， fdTF = 1.5 X 10- 1 以下であればよいことがわか

り，これはそれぞれ図 3.3に示されたフレームフォーマット，シンボlレレートが 64ksymboljs

の場合ん = 5(Hz) ,Jd = 9(Hz) に相当する.

これまでは基準となる BER として 10-3 を用いているが，伝送するメディアやバースト

長によっては基準となる BER が 10-2程度でも十分な場合がある.そこで基準となる BER

を変化させた場合の特性に関して検討を行う. 1 例として，図 3.16に変調多値数選択に用

いる基準 BER(BERth ) を 10- 3および 10-2 とした場合の特性を示す.ただし使用変調多値

数は 4， 16 , 64 , 256 である.
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小さいため，伝搬路状況の推定精度が十分でなく，変調多値数の選択誤差が大きいためで

ある.一方 NCEの値が 15 ， 31 の場合の特性はいずれのんにおいてもほぼ同じであること

がわかる.また，フレーム利用効率も考慮にいれると ， NCEの最適な値は 15 であるとい

える.

NCE = 15 の値は周波数選択性フェージング下においても，最適であることが確認され
ている [35] ので，以下の解析ではこの値を用いるものとする.

3.4計算機シミュレーション結果

ーネ柔レイリーフ工ージング下での特性白

図 3.14に NML = 4,NcE = 15 の場合の一様レイリーフェージング下における変調多値

数可変適応変調方式の BER 特性および平均伝送速度を示す.ただし，使用変調多値数は

4, 16 , 64, 256，基準 BER としては ARQ(Au七omatic Repeat reQuest) を用いることにより，

スループットを劣化させることなくエラーフリー伝送が実現できる 10-3 [40] を用いた.

点線で示された式 (3.24) ， (3.26) により求めた理論値と比較を行うと，伝送速度に関して

は同ーの値が得られているが， BER特性に関しては BER=10-3以下のところ，特に GjNoが
7.3dBHz 以上のところで，理論値からの劣化が生じている. この領域は，ちょうど 64QAM

や 256QAM が選択される領域であり ， GjNoが小さい場合，常に伝搬路状況が劣悪であり，
変調多値数の小さい QPSK しか用いられないのに対し ， GjNoが大きくなると信号点間距
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図 3.14: レイリーフェージング下における伝送特性
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図 3.16: 基準 BER をパラメータとした伝送特性

BERth = 10-2 とした場合， BERt九= 10-3に設定した場合と比較すると BER特性は劣化

しているが，平均ピットレートが向上していることがわかる.これは， BERdzを高く設定

すると，変調多値数の大きな変調方式が用いられる確率が高くなるためであり，その結果，

伝送品質は劣化するが，より高速な伝送を行う事が可能となることを意味している.

従って，基準 BER を高く設定すると伝送品質は劣化するが，より高速な伝送が実現で

き，逆に低く設定すると，それほど高速な伝送はできないが，より高品質な伝送が可能で

あることがわかる.また ， BERthの制御により要求される品質および伝送速度を制御する
ことが可能となる.

最大変調多値数を制限した場合の特性

前節では，変調方式として QPSK， 16QAM , 64QAM , 256QAM を用いているが，変調

多値数の大きな変調方式，特に 256QAM は送信機の増幅器に非常に線形性の高いものが必

要となる [41]. したがって，変調多値数可変適応変調方式の実現方法として，変調方式と

して 256QAM を用いずに 64QAM まで用いる方式が選択肢の 1 つとして考えられる.本節

では，変調方式として 256QAM を用いず最大変調多値数を 64 とした場合の提案方式の特

性について中食言すを行う.

最大の変調多値数を 256 とした場合と 64 とした場合の伝送特性を図 3.17に示す. ただ

3.4.4 
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し，基準 BER を 10-3 とする.また同図に変調方式として 256QAM までを用いた場合も示

す . GjNo が 68dBHz 以下の場合では最大変調多値数にかかわらずほぼ同じ特性となってい

る.一方， GjNoが 68dBHz より大きくなると最大多値数を 64 とした方が特性が良くなっ

ている.これは，変調多値数の上限を小さくする事により， 3.4.3 節で説明した変調多値数

選択誤りの影響を低減できるためである.一方，最大変調多値数を 64 としたことにより，

図 3.1 7からもわかるように最大伝送速度が低く抑えられてしまうという問題がある.しか

しながら，最大伝送速度の減少率は最大でも 25%であるため，最大変調多値数を 64 に低

く設定する事は有効な選択肢の 1 つであると考えられる.

32 

(
ω旨
一a
v
m
)
@
H
6
E
Z

図
。
旬
。
』
O
〉
《

n

u

n

u

n

u

n

u

 

n

u

n

u

n

u

n

u

 

n
『
円
。
内

4
4
2

]500 

t"' 

' 
fd=1 (Hz) 

10 

。《

E164 
10. 
。

10. 
10. 
凶

=・3国 10

80 70 
C/No (dBHz) 

60 10
4 

図 3.17: 最大変調多値数を制限した場合の伝送特性

周波数選択性フェージング下での特性

これまでは，遅延波の存在しない一様レイリーフェージング下での特性を検討してきた.

しかし，実際に陸上移動体通信に適用するためには，対遅延波特性の評価や，平均遅延広

がりがある値の時，どの程度のピットレートで伝送が行えるかの評価が重要となる.そこ

で，遅延波が存在する場合において変調多値数可変適応変調方式を用いることにより，従

来の変調多値数固定の方式と比較して，耐遅延波特性がどの程度向上し，またどの程度の

高速伝送が可能であるかを検討する.ただし使用変調多値数を 4， 16 , 64 , 256，基準 BER

を 10-3 としfこ.

3.4.5 
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図 3.18に周波数選択性フェージング下における軽減困難誤り率特性 (Irreducible BER) お

よび平均ピットレート特性を示す.ただし，横軸は遅延広がり Trmsをシンボルレート Rsで、

規格化したTrmsRsを示す.図より，変調多値数固定である QPSK と比較すると軽減困難誤

り，平均ピットレートともに改善されていることがわかる.例えば軽減困難誤り率 10-3 を

達成する T.rmsRs は QPSK 方式では 0.04 であるのに対して，提案方式では 0.06 で達成でき

る.また，そのときの平均ピットレートも QPSK では 128kbit/s であるのに文すし， 350kbit/s 

であり，大幅な改善が可能である.また，平均遅延広がりが 5μs では， QPSK 方式の場合，

軽減困難誤り率が 6.0 x 10ーペ平均ピットレートは 128kbit であるが，提案方式では軽減困

難誤り率が 3.0 X 10-4，平均ピットレートが 400kbit/s と大幅な特性の改善が得られている

ことがわかる.これは，提案方式では遅延広がりが小さい場合は大きな変調多値数を使用

して伝送速度を高速化し，遅延広がりが大きい場合は小さな変調多値数を使用して伝送品

質を高品質化させるように動作しているためである.

また図 3.19に，平均伝送速度瓦で規格化した遅延広がり Trms瓦に対するに対する軽減困
難誤り率特性を示す.所要の伝送品質を達成するTrmsRbが大きければ，ある一定のTrms に対
して，大きな瓦が達成でき，広帯域・高ピットレートの伝送が実現できることを意味する.

軽減困難 BER が 10-3の場合を考えると，許容できる TrmsRbは約 4 倍となる，これは，提

案方式は従来の変調方式が QPSK に固定された方式と比較して，約 4倍の広帯域・高ピット

レート伝送を達成できることを意味する.例えばTrms = 5μsec の場合，軽減困難BER=10-3
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図 3.19: Trms瓦に対する軽減困難誤り率特性

を達成するには ， QPSK の場合，ピットレートで 15.4kbít/s 以下にする必要があるのに対

して，提案方式では 62.0kbít/s が実現できる事に相当する.

以上の結果より，提案方式は耐遅延波特性の向上に対しでも有効であることがわかる.

{c.士号号
一-11\ロロヨ3.5 

本章では，移動通信において高速伝送を実現するための技術として，変調多値数可変適

応変調方式について，そのシステム構成について述べ，一様レイリーフェージング環境下

および周波数選択性フェージング環境下における BER特性および平均伝送速度について，

理論的および計算機シミュレーションによる検討を行なった.その結果変調多値数可変適

応変調方式は， QPSK 固定の変調方式と比較して，いずれの環境下においても BER 特性

および平均伝送速度を改善できることを明らかにした.また，周波数選択性フェージング

環境下においては，従来の QPSK 固定の方式と比較して，約 4 倍の広帯域・高速伝送が可

能であることを示し，周波数選択性フェージング環境下において非常に有効であることを

示した.



第 4 章

基地局送受信ダイバーシチを用いた変調多

値数可変適応変調方式

4.1 序言

前章で述べたように，移動通信において変調多値数可変適応変調方式を用いることによ

り，従来の変調多値数固定の QPSK 方式と比較して，伝送品質を劣化させることなく，高

速伝送が実現できることがわかった.

しかしながら，陸上移動通信において，画像等をふくめた将来の無線マルチメディア通

信を考えると，より一層の高速かつ高品質な伝送を，特に遅延波が問題となる周波数選択

性フェージング下において実現する必要がある.

そこで，本章では比較的簡易な方法で高速伝送を実現する方式として，ダイパーシチを

用いた適応変調方式について提案する.またダイパーシチを用いる上で非常に重要となる

ブランチ選択法として，単に電力のみにもとづいてブランチを選択するのではなく，遅延

広がりを考慮にいれたブランチ選択方法を提案・検討する.一様レイリーフェージング環境

下においての BER特性・平均伝送速度を理論的に導出した後，一様レイリーフェージング，

周波数選択性フェージング環境下での BER特性および平均伝送速度特性をシミュレーショ

ンにより求め，提案方式の有効性を確認する

35 
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4.2 システムモデル

4.2.1 基地局送受信夕、イパーシチを用いた変調多値数可変適応変調方式の

原理

TDMA/TDD 方式においては， 1 フレーム時聞が十分短ければ上り回線と下り回線の伝

搬路状況の相関は非常に高くなる [20]. 基地局送受信ダイバーシチを用いる本適応変調方

式は，この性質を利用しており，その原理を 4 チャネル多重の場合を例として図 4.1 に示

す.ここで，図 4.1では 1 フレームは 8 スロットに分割されており，前半の 4 スロットは上

り回線に，後半 4 スロットは下り回線用に用いられる.

上り回線においては，基地局で全受信ブランチの伝搬路状況を測定し， 4.2.3節で述べる

方法に従って，各ブランチ毎に最適な変調多値数を求め，最も大きな変調多値数が選択され

たブランチが最も良好なブランチと考え，そのブランチを選択する選択合成受信ダイパー

シチを行なう.また，基地局においては，上りおよび下り回線の伝搬路の相関値が高いこ

とを利用して，上り回線の伝搬路状況から下り回線の伝搬路状況を予測し，下り回線にお

いて伝搬路特性が最も良好と予想されるブランチから送信する.図 4.1 は l フレーム内の

l 番目のスロットを用いて双方向通信をしているときの伝搬路変動の推定の概念を示して

いる.まず，上り回線については，各々のブランチにおいて各パーストに含まれる伝搬路

状況推定用ワードを用いて 1 バーストにわたる伝搬路の平均複素遅延プロファイルを測定

する [35]. ここで，フェージング変動が遅く， 1 パースト内での変動がほとんど無視できる
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図 4.1:基地局送受信ダイパーシチを用いた適応変調方式の原理
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場合，得られた平均遅延プロファイルは瞬時遅延プロファイルとみなすことができるため，

この平均複素遅延プロファイルを受信時の瞬時遅延フ。ロファイルと呼ぶこととする.また，

各ブランチにおいて得られた複素遅延プロファイルの時系列を外挿することにより，次の

下り回線の複素遅延プロファイルを推定し，伝搬路状況が最も良好と予想されるブランチ

を選択する.さらに，そのブランチの伝搬路状況に対して，基準となる BER を、満たし，な

おかつ，最も高速な伝送速度を与える変調多値数を選択する.この選択方法については第

4.2.3節で詳しく述べる.基地局は，選択されたブランチから，選択された変調多値数を用

いて送信を行うことにより，下り回線における送信ダイパーシチと適応変調を同時に実現

する.

また，基地局においては，測定した複素遅延プロファイルの時系列を外挿することによ

り，次の上り回線における伝搬路状況をも予測することが可能である.そこで，基地局で

は，次の上り回線のスロットにおいて，伝搬路状況が最も良好と予想されるブランチを選

択し，かっそのブランチにおいて，下り回線の場合と同様の判定基準で最適な変調多値数

を決定し，その情報を移動局に伝送する.移動局では，基地局より指定された変調多値数

を，次の送信スロットの変調多値数として用いる.

4.2.2 送受信機構成

図 4.2に，基地局送受信ダイパーシチを用いた適応変調方式で用いられる TDMA/TDD

フレームフォーマットおよびスロット構成を示す. 1 スロットは，プリアンブル (PR)，ポ

ストアンプル (PO)，ユニークワード (UW)，データ部 (Dl' D2 ) から構成されており，ま

た， UW の構成は上り回線・下り回線により異なっている.上り回線用のパースト中の U\iV

には伝搬路状況推定用ワード (CE) が含まれており，長さ 15 の変形 M 系列から構成され

ている.なお，伝搬路状況は上り，下り回線とも全て基地局において推定することを考慮

し， 下り回線用のパースト中には CE は含まれていない.また，下り回線用のパースト中

の UW には，パースト中のデータシンボルで用いられている変調多値数を表す変調多値数

識別用ワード (MD) と，次の上り回線において用いるべき変調多値数を表す変調多値数識

別用ワード (MU) が含まれている.なお，これらはそれぞれ 4 シンボルの Walsh 関数で

構成されているまた，基地局では，上り回線において用いられる変調多値数は既知のため，

上り回線用のパースト中には，変調多値数を表すワードは含まれていない.

パースト中で，伝搬路状況に応じて変調多値数を変化させるのは，データ部のみであり，

それ以外の部分は伝搬路の状況によらず雑音や遅延波に対して強い BPSK 方式を用いてい

る. また，プリアンプルの最後のシンボル，ユニークワードの l 番目および最後のシンボ

jレ，そして，ポストアンプルの 1 番目のシンボルはフェージング歪み補償のためのパイロッ

トシンボルとしても用いられる [5].



38 第 4 章基地局送受信ダイパーシチを用いた変調多値数可変適応変調方式

1frame 

U1 I U2 I U3 I U4 I D1 I 02 I 03 I 04 

Uplink I CE 

Oownlink IMulMDI 

PR: Preamble (3symbols)CE :Channel Estimation 

PO: Postamble(3) Word( 17) 

01 O2 :Oata(50) MU : Modulation Level 

UW:Unique Word(17)Word for Uplink(4) 
MO :Modulation Level 

Word for Oown-link(4) 

図 4.2: フレームフォーマット

図 4.3に提案方式の基地局側の送受信機構成を示す.図中，実線は信号の流れを，点線

は制御信号やタイミング信号の流れを表す.送信機では，データを SjP(Serial to Parallel) 

変換器によりパラレルデータに変換し， BSG において，伝搬路状況をもとにあらかじめ変

調多値数・プランチ選択部 (Modulation level and branch selection combiner) で選択された

変調多値数を用いて QAM ベースパンド信号を生成する.また，生成されたベースパンド

信号はフレーム構成部 (Frame forma七回r) において時間軸上で圧縮をし，図 4.2に示される

TDMA パーストを構成する.その後 LPF により帯域制限および直交変調を行い，変調多

値数・ブランチ選択部で設定されたブランチから送信を行う.

一方，受信機では，各ブランチの受信信号を BPF に通した後に，ブランチ毎に準同期

検波を行う.各ブランチの受信信号を LPF により受信信号の帯域外の雑音や干渉成分を除

去した後に，この受信信号を用いて，シンボルタイミング同期およびフレーム同期を行い，

その後，フェージング歪みの補償を行う.この後に，各ブランチの瞬時遅延プロファイル

を，伝搬路状況推定部 (Instantaneous C j No and delay profile estimator) において変形 M

系列を用いた方法により推定し [35] ，最も伝搬路状況が良好なブランチの受信信号を用い
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Data 

図 4.3: 送受信機構成(基地局)

Data 

図 4.4:送受信機構成(移動局)

て，データの再生を行う.

これと同時に，伝搬路状況推定部において，測定した遅延プロファイルを用いてブラン

チ毎に，次フレームの上り回線・下り回線における瞬時の GjNoおよび遅延プロファイルを
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推定する [35]. この推定値をもとにして，変調多値数・ブランチ決定部で，下り回線に用い

るダイパーシチブランチの選択と，変調多値数の決定を行うと同時に，上り回線で用いる

変調多値数の決定も行う.

図 4.4に提案方式の移動局側の送受信機構成を示す.送受信機構成は基地局におけるもの

とほぼ同一であるが，移動局においては伝搬路状況の推定やダイパーシチ動作を行わない

ため，伝搬路状況推定部および変調多値数-送受信ブランチ設定部は存在しない.但し，移

動局においては，下り回線のパースト中で用いられている変調多値数，および，上り回線

で用いるべき変調多値数を識別する必要があるため，変調多値数推定部 (Modulation level 

estimator) が付加されている.変調多値数推定部は，受信パースト中の上りおよび下り回線

用の変調多値数識別用ワード (MU ， MD) それぞれと，変調多値数ごとに定められた Walsh

関数との相関をとり，相関値が最大となる Walsh 関数が基地局において挿入されたものと

推定し，それに対応した変調多値数が，受信バーストで用いられている，または次の上り

回線において用いるべきものと推定する.

4.2.3 変調多値数およびダイパーシチブランチ決定の原理

提案方式では，推定された各ブランチの伝搬路状況に対して，変調多値数の決定および，

送受信ブランチの決定が非常に重要な問題となる.そこで，本節では，基地局送受信ダイ

ノTーシチを用いた適応変調方式において，変調多値数およびブランチ決定の原理について

述べる.

提案方式では，パースト毎に変調多値数を変化させる， 1 バースト時聞が十分に短けれ

ば，パースト内では伝搬路特性は一定とみなせるので，各パースト内の BER 特性は推定

された伝搬路状況と各変調方式の静特性条件下での BER特性から求めることができる.

また， BER 特性は遅延広がりが l シンボル時間の約 1/10 以下の場合には G/No と遅延
広がりのみで決定されることが知られている [31]. そこで，遅延広がりをパラメータとし

て，パイロットシンボル挿入型フェージング歪み補償技術を用いることによる劣化や図 4.2

のフレームフォーマット中でデータ部の平均電力とデータ部以外の平均電力が異なること

による劣化 [5] を考慮した QPSK ， 16QAM , 64QAM , 256QAM の BER 特性をあらかじ

め計算機シミュレーションにより求める.

最適変調多値数設定部では，このようにして求めた BER 特性と，伝搬路状況推定部に

おいて得られた瞬時の G/Noおよび遅延広がりをもとに，基準となる BER(BERth) を満た

し，なおかつ，最も大きな変調多値数を選択する.以上の操作を各ブランチについて行い，

各ブランチにおける最適変調多値数を求め，その後，各プランチの最適変調多値数の中で

最大の多値数をもっブランチを選択し，送信または受信ブランチとして用いる.

図 4.5に，用いる変調多値数を 4 ， 16 , 64 , 256，シンボルレートを 64 ksymbol/s , BERth 
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を 10-3 とした場合の瞬時 G/Noおよび遅延広がりに対する変調多値数の決定基準を示す.ま
た，図中で QPSK の領域が 2 つに分割されているが，一方の領域は BERthを満たす領域で、

あり，もう一方は最も小さい変調多値数 (QPSK) を用いても BERthを満たすことができな
い領域である.これらは，ブランチ選択の際に用いられるものであり，全てのブランチに

おいて QPSK が選択された場合においては，その中で BERthを満たすブランチの中から選

択する.また，全てのプランチが BERthを満たさない場合は，ランダムに選択される.
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図 4.5: 変調多値数の決定基準

4.3 伝送特性の理論解析

本節では，基地局送受信ダイパーシチを用いた適応変調方式の一様レイリーフェージン

グ下における平均 BER および平均伝送速度を理論的に導出する.
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一様レイリーフェージング下において， Mブランチの選択合成ダイパーシチ出力の瞬時

GjNo を ι 各ブランチの平均 GjNo を Xav とすると ， X の確率密度関数p(X) は

と表せる [42].

p(z)=1e一志 (1 -e一本)M-l
巴ναv

また瞬時 GjN，。が α から b の聞に落ち込む確率 P(α <X 三 b) は

P(α <X 三 b) = lb 

p(x)dx 

となる.従って，本方式の平均ピットレート瓦は

一土 f叫
ん =2ス. i. Rs' I p(x )dx 

( 4.1) 

( 4.2) 

( 4.3) 

で与えられる.但し ， Rsはシンボlレレート ， Xl = 0，的 (2:::;i:::;4) は 22iQAM が BERth を

満たすための最低 GjNo ， X5 = ∞である.例えば， Rs =64ksymbolsjs，使用変調多値数

を 4， 16 , 64 , 256 , BERth を 10-3 とした場合， Xiは，図 4.5 より，

Xl = 0(-∞dB. Hz) ぬ= 3.9 x 106(65.9) 

X3 = 1.7 x 107(72.2) X4 = 6.8 x 107(78.3) 

X5 = ∞(∞) 

( 4.4) 

である.平均 BER を十分長い時間内における伝送ピット数に対する誤りピット数の割合

で定義すると平均 BERPb の理論式は以下で表される.

土 rXi+1
2 ・ i. Rs I p(x)~non(x)dx 

九(xav) = にld z 

玄 r
Xi

+
1

2. i . Rs' I p(x )dx 
( 4.5) 

式中の Pinon(X) はパイロットシンボルを用いて同期検波を行う場合の理論的劣化量を考慮

した 22iQAM の静特性下における BER の理論特性であり，式 (3.27)rv(3.30) で与えられる.

なお提案方式においては，伝搬路状況の推定が完全であれば，上りおよび、下りの BER特

性は同ーとなる.

4.4 計算機シミュレーション結果

本節では，基地局送受信ダイパーシチを用いた適応変調方式の一様レイリーフェージン

グ下および周波数選択性フェージング下での伝送特性の検討を，計算機シミュレーション
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により行う.本方式では，基地局において，上り回線受信時の伝搬路状況から，次の下り

回線・上り回線の伝搬路状況を推定しており，下り回線タイムスロットにくらべて上り回線

タイムスロットは，受信時からの時間差が大きいため，受信時の伝搬路状況との相関がそ

れだけ小さくなり，イ云搬路状況の推定誤差が大きくなる.従って，下り回線と比較して，上

り回線の特性が大きく劣化すると考えられるため，上り回線のみの検討を行う.

ここで，送受信機中の BPF に関しては，雑音などによってミキサ等での感度抑圧が発

生せず，かつ信号が歪まない程度の帯域と仮定し，後の解析では BPF はないものと仮定す

る.また，本論文ではフレーム同期は完全であると仮定し，シンボル同期は最尤推定によ

る方法 [39] を用いる.

表 4.1に本シミュレーションで用いた諸定数を示す.

表 4.1: 計算機シミュレーションに用いた諸定数

Modul抗ion method 4, 16 , 64, 256QAM 

Symbol mapping Gray coding 

Symbol rate 64ksymbol/s 

Tx. and Rx. filters root Nyqui抗日lter (α= 0.5) 

N umber of diversity branches 2 

4.4.1 一様レイリーフェージング下での伝送特性

図 4.6に一様レイリーフェージング下における本方式の BER特性および平均ピットレー

ト特性を示す.但し， BERthは 10-h 最大ドップラー周波数んを 1Hz とした.図には式

(4.3) , (4.5) より求めた理論値および計算機シミュレーションで求めたダイパーシチを用い

ない場合の特性についても示す.図 4.6より，計算機シミュレーション結果は理論値とほぼ

一致していることが分かる.従って，本方式は，変調多値数の推定，伝搬路状況の推定，そ

れに対する変調多値数の選択を含めて，有効に動作していることがわかる.

また図より，ダイパーシチを用いない場合と比較すると，ダイパーシチを用いた場合，

BER 特性は大幅に改善されているが，平均ピットレートは，それほど向上していないこ

とがわかる.これは，一様レイリーフェージング下においてダイパーシチを適用する場合，

低い G/No発生確率を大幅に低減させることが可能な一方で，高い G/Noの発生確率はそれ
ほど変化しないためであり，適応変調方式では瞬時 G/Noが低い場合に選択される QPSK

の伝送品質が大きく改善される一方で，瞬時 G/No が高い場合に選択される 64QAM や
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256QAM の選択確率はダイパーシチなしの時と比べてそれほど高くならず， BER 特性は

改善されるが伝送速度はほとんど向上しない.

しかしながら，第 3 章において述べたように適応変調方式においては，システムに要求

される BER特性の範囲内で ， BERthを高く設定することにより，この BER特性の改善度

を平均ピットレートの高速化に振替えることができる.

そこで各 GjNoに対して，平均 BER が 10-3 となるような BERthを用いた場合，どの程
度のピットレートを達成できるかを検討する.図 4.7に各 GjNoに対して BER が 10-3 とな

る BERth を，また図 4.8に，その時の平均ピットレート特性を示す.ただし，ん =lHz とし

た.図 4.7より，ダイバーシチを用いた場合，用いない場合と比較して，より大きな BERth
で平均 BER が 10-3を達成できることがわかる.これは，ダイパーシチを用いることによ

り伝搬路状況が良好となったためである.図 4.8より，ダイバーシチを用いた場合，用いな

い場合と比較して，特に GjNoが小さい領域で平均ピットレートが向上していることがわ
かる.また，同一の平均ピットレートを達成する GjNoをみると，ダイパーシチを用いた
場合，用いない場合と比較して 3-5dB の利得が得られていることが分かる.これは，ダイ

ノTーシチを用いると，図 4.7に示されるように，より大きな BERthで、同一の平均 BER を達

成でき，その結果として，図 4.5に示される変調多値数決定用チャートが全体として右下に

シフトし，変調多値数の大きな変調方式が選択される確率が高くなるためである.

以上の結果よりダイパーシチを用いた変調多値数可変適応変調方式は一様レイ 1) ーフェー
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図 4.7: 一様レイリーフェージング下において BER=10-3を達成する BERth
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図 4.8: 一様レイリーフェージング下における平均 BER=10-3の場合の平均ピットレート

特性

ジング下において，伝送品質の改善，平均ピットレートの向上に効果的であることが明ら
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図 4.9: 一様レイリーフェージング下におけるんに対する BER特性

かとなった.

図 4.9に最大ドツプラ一周波数んに対する提案方式の BER特性を示す. C/No = 66 dB.Hz 
の場合，ん= 8Hz 以上になると，また ， G/No = 78 dB.Hz の場合，ん= 6Hz 以上にな

ると BER 特性が劣化している.これは，伝搬路状況の変動が急激になり，伝搬路状況の

推定誤差が大きくなり，不適当な変調多値数・ダイパーシチブランチを選択する確率が高く

なったためである.また，平均 BER を 10-3以下とするには ， C /No = 66 dB.Hz の場合，
んこ 9Hz ， C /No = 78 dB-Hz の場合，ん= 10Hz 以下であればよく，提案方式は，歩行者

等低速の移動体ならば十分適用可能であることがわかる.

4.4.2 周波数選択性フェージング下での伝送特性

図 4.10に 2 波レイリーフェージングをモデルとする周波数選択性フェージング下におけ

る，基地局送受信ダイパーシチを用いた適応変調方式の軽減困難誤り率特性および平均ピッ

トレート特性を示す.但し ， BERth = 10-3 , fd=lHz である.横軸は遅延広がり Trms を 1

シンボlレ長 Ts (= l/Rs) で規格化したものを示す.図には同時にダイパーシチを用いない場

合の特性および，ブランチ選択を信号電力のみで、行った従来型のダイバーシチを適応変調

方式に適用した場合の特性をも示す.

図 4.10より，信号電力のみに基づいてブランチを選択する従来型ダイパーシチの場合，

Trms/Tsが 10-1以下の領域では，ダイパーシチを用いない場合よりも BER特性が劣化して
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図 4.10: Trms /えに対する軽減困難誤り率特性

いる.これは従来型のダイパーシチの場合，ブランチ選択を受信電力のみに基づいて選択

しており，遅延波の影響を無視し，不適当なブランチを選択してしまうためである.

これに対して，提案方式の場合，図 4.10より，同ーのTrms/Ts に対して，ダイパーシチを
用いない場合と比較して ， BER特性で最大 1 桁程度，平均伝送速度で 20"-'50%改善されて

いることがわかる.これは提案方式では，受信電力だけでなく遅延広がりの影響をも考慮

にいれてブランチ選択を行なっているため，遅延波の大小に関わらず最適なダイパーシチ

ブランチを選択するためである.

また，軽減困難 BER=10-3を満たすTrms/Tsはダイパーシチを用いない場合は 0.06 であ

るのに対して，提案方式の場合， 0.17 となっている.また，その時の平均ピットレートはダ

イパーシチを用いない場合は 330 kbit/s であり.ダイパーシチを用いる場合は 250 kbi七/s

である.このことから ， Rsが一定という条件下において，提案方式を用いることににより，

平均ピットレートを 25%だけ低くすることにより，軽減困難 BER= 10-3 を達成するための

遅延広がりを約 2.8 倍まで拡大できることが分かる.

つぎに，基地局における送受信ダイパーシチを用いることにより，どの程度の広帯域・高

ピットレート伝送が実現できるかを検討するため，図 4.11に周波数選択性フェージング下

における軽減困難誤り率特性をしめす.ただし，横軸はTr仰を平均ピットレート瓦で規格
化したものを示す.所要の伝送品質を達成するTrms瓦が大きければ，ある一定のTrms に対
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して，大きな克が達成でき，広帯域，高ピットレートの伝送が実現できることを意味す

る.軽減困難 BER=10-3の場合を考えると，ダイパーシチを用いない場合と比較すると，

ダイパーシチを用いた場合，許容できる Trms瓦は約 2 倍となる，これは，ダイパーシチを

用いた場合，用いない場合と比較すると，約 2 倍の広帯域，高ピットレート伝送を達成で

きることを意味する.例えばTrms = 5μsec の場合，軽減困難 BER=10-3 を達成するには，

ダイバーシチなしの場合ピットレートで 62.0kbit/s 以下にする必要があるのに対して，ダ

イパーシチありの場合は 122kbit/s が実現できる事を意味する.以上の結果より，基地局に

おける送受信ダイパーシチを用いた変調多値数可変適応変調方式は，周波数選択性フェー

ジング下における耐遅延波特性の向上に有効であることがわかった.
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図 4.11: TrmsRbに対する軽減困難誤り率特性

本章では，陸上移動通信において特に周波数選択性フェージング環境下において高速伝

送を実現するための方式として基地局送受信ダイパーシチを用いた変調多値数可変適応変

調方式を提案し，さらに周波数選択性フェージング環境下においても適切なブランチを選

択するブランチ選択法を提案した.その結果提案方式はダイパーシチを用いることにより，

一様レイリーフェージング環境下において BER特性・伝送速度の向上が可能であること，お
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よぴ，周波数選択性フェージング環境下において，高速伝送を実現できることを明らかに

した.さらに提案するダイパーシチブランチ選択法は受信信号電力のみに基づく方法と比

較して特性の改善が可能であることが明らかとなった.





第 5 章

判定帰還型等化器を用いた適応変調方式

5.1 序言

本章では遅延時間の大きな遅延波が存在する周波数選択性フェージング下において伝送

特性の改善を比較的少ない演算量で実現できるタップ間隔可変型判定帰還型等化器を提案

する.提案方式では，電力の大きな遅延波のみを除去するため，残留遅延波による影響が

現れるが，これを許容しながら高速伝送を行なうために，残留遅延波による影響の大小に

より変調多値数を可変とする方式を採用する.本章では，まず判定帰還型等化器の原理に

ついて述べた後，提案型等化器の概念および構成について述べる.そののち，変調多値数

決定の基準を明確にし，計算機シミュレーションにより，提案方式の有効性を確認する.

5.2 システムモデル

5.2.1 両方向判定帰還型等化器の原理

図 5.1に判定帰還型等化器の構成を示す.判定帰還型等化器は等化フィルタ部，データ判

定部，タップ利得更新部から構成される.図 5.1 に示される等化フィルタ部のうちタップ利

得が Fi(t)(i = 0 ， 1 ， 2. 一)で表されるタップは ， Fo(t) で表されるセンタータップからみて，

現在または未来のデータを合成するためのタップであり，フィードフォワードタップ (FF)

タップと呼ばれる.一方 Bi(i = 1 ， 2 ・・・)で表されるタップはセンタータップからみて過去

のデータを合成するためのタップであり，フィードパック (FB) タップと呼ばれる.ここで，

FB タップには通常はデータの判定値が入力されるが，等化器の初期設定においてはタップ

利得の収束の高速化するため，パースト中に既知のトレーニング系列を挿入する.この場

51 
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Received Signal 

Ref. Symbol 

図 5.1: 判定帰還型等化器の構成

合， FB タップにはこの既知の信号が参照信号として入力される.

ここで，タップに入力される入力信号ベクトル y(t) を，

y(t) = (y(t + (NF - l)Ts), y(t + (NF - 2)丸)， . 

y(t) , �(t -Ts), �(t -2Ts), ・・・ ， �(t -NBTs)f (5.1) 

およびタップ利得ベクトルc(t) を，

c(t) = (F-NF+l (t) , F-NF+2 (t) , ・・・?
Fo(t) ヲ B1 (t) , B2 (t)γ ・" BN゚(t)f (5.2) 

とすると，等化器出力 z(t) は

z(t) = cT(t)y(t) (5.3) 

と表される.ただし，時刻 t における受信信号を y(t) ， z(t) から推定される判定値(トレー

ニング系列を用いる場合は参照信号)をゐ ， yの転置ベクトルを yT で表す

タップ利得制御部では，次式で表される ât と z(t) の誤差 e(t) を測定し，

e(t) = �(t) -z(t) (5.4) 

e(t) の 2 乗平均誤差 E[le(t)12] iJ~最小となるように c(t) を制御する.
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ここで，タップ利得の初期引き込みの速度の高速化が重要となってくるが，このために

は，前述のように送信パースト中にあらかじめ既知のトレーニング系列を挿入し，これを

用いてタップ利得の引き込みを行なうのが有効である.

この初期引き込みのためのアルゴリズムとしては，伝搬路特性への追従性のため，以下

に示す忘却係数を導入したカルマンアルゴリズム [29] iß用いられる.

時刻 t= ηTs における z(t) ぅ â(t) ヲ y(t) ， c(t) をそれぞれら ， enan1 Yn , Cn， とすると，等化

出力九?推定誤差 en は，

ゐ =C1-1Un (5.5) 

(5.6) eτ~ -αn- z札

となる，カルマンアルゴリズムはこれらを用い，以下の式によりタッフ。利得の更新を行なう.

k札

Pn 

C札

Pn-1Yn(ν~Pn-1Yn + 入νt1

(Pπ-1 - knY~P n-1)入-1

。~-1 + enkn 

(5.7) 

(5.8) 

(5.9) 

ここで ， y~は Ynの転置共役を ， kn はカルマン利得を ， Pnは cn の誤差共分散行列， νは

enの分散を表し，入は忘却係数である.

判定帰還型等化器の動作原理をタップ利得が理想的に制御された場合について示したも

のが図 5.2である.まず図 5.2(a) に示すように直接波が遅延波より大きい場合(最小位相条

件)の動作の原理について述べる.ここでは簡単のため，以下のような 2 波モデルを考える.

附)=仰)+シ(t -Ts) (5.10) 

このような場合，判定帰還型等化器は FB タップにより，遅延波のレプリカ B1 (t)â(t) を生
成し，それを Fo(t)y(めから除去することにより，直接波のみをとりだしている.一般的に，

最小位相条件において η シンボル遅延の遅延波が存在する場合，判定帰還型等化器はタッ

プ利得が Bnで表されるタップにより遅延波のレプリカを生成し，遅延波を除去，直接波を

とりだす.

次に，遅延波の方が直接波よりも大きい場合(非最小位相条件)の動作原理を同図 (b) に

示す.ここでは伝搬路モデルとして次式のものを考える

仰)=シ(山(t - 九) 、
、h
'
J
J

寸
l

ム

吋
1
-

v
h
u
 

，
，a
‘
司
、
、

この場合，判定帰還型等化器は F-1 タップの入力により y(t + Ts ) の遅延波成分のみを抽
出し ， F-2 タップの入力により y(t + 丸)の直接波成分を除去する.この時， t = -2Tsの位

置に新たな歪み成分が発生するが，これは F-3 タップの入力により打ち消される.同時に
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〆"， Direct wave Direct wave ...... 、

/Delayed wave Delayed wave ...... 、

profile 0 Ts 2Ts 3Ts 幽3Ts -2Ts -Ts 。 Ts 

Fo (t)=O 

Fo (t)=1 
Fo (t)y(t) 

1:1 (t)=1 

Fo(t)y(t) 

同 (t)y(t+Ts)

む (t)y(t+2Ts) . 
Replica of delayedwave 

B 州寸ど
8 1 (t)=・0.5

F.3 (t)y(t+3Ts) t 
F_3 (t)=0.25 

Output:z(t) OutPUt:Z(t) t 

(a) 最小位相条件下での動作原理 (b)非最小位相条件下での動作原理

図 5.2: 判定帰還型等化器の動作原理

t = -3Tsのところに歪み成分が発生するが，これは先のものより小さくなっており，フィー
ドフォワードタップ数を増やすことにより順次打ち消していき，歪み成分を十分小さくす

ることが可能である.一般的に，非最小位相条件において η シンボル遅延の遅延波が存在

する場合，判定帰還型等化器はタップ利得が F一切(i = 1 ぅ 2. 一)で表されるタップにより遅

延波のみを抽出する.

ただし，残留遅延波を十分小さく抑えるためには，直接波と遅延波の電力差が小さくな

るほど多くの FF タップが必要であり，タップ数が多くなるとタップ利得の収束が遅くな

る，計算量の増加等の問題点が生じるため，等化したい遅延波の遅延時間，伝搬路環境に

よって適切な値に決定する必要がある.

次に，判定帰還型等化器を用いる際に必要となるタップ数および計算量について述べる.

陸上移動通信においては，先に述べた最小位相条件と非最小位相条件が等確率で現れるの

で双方の条件いずれにおいても良好な特性を得られるようにする必要がある.
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最小位相条件においては FB タップにより遅延波のレプリカを作り，受信信号から除去

することにより遅延波の影響を抑圧している，従って，補償する遅延波の最大遅延時間が

Mシンボjレ時間長 (MTs) であるとき，必要な FB タップの数は Mとなる.また，非最小

位相条件の下では FF タップにより直接波を抑圧するため，最低 M+1 個の FF タップが

必要となる.従って，最大遅延時聞が NJTsの遅延波を補償するためには ， FF タップおよ

び FB タップあわせて 2M+1 こ必要となる.ただし，この場合遅延時間が大きくなるほ

ど非最小位相条件下においては，直接波が十分に抑圧できなくなるため，特性が劣化して

しまう.

また，判定帰還型等化器を用いる際に必要となる演算量はタップ更新アルゴリズムとし

て RLS(Recursive Leas七 Square) アルゴリズムを用いる場合， 1 シンボルあたり次式で与え

られる.

C(N均) = 7 N;ap + 12Ntap (5.12) 

Ntap = NF + NB (5.13) 

上式からわかるように，計算量は全タップ数つまり補償すべき遅延波の最大遅延時間の 2

乗に比例して増加していくため，遅延時間の大きな遅延波を補償する場合，計算量の増加

やハードウェア規模の増大を招き，大きな問題点となる.そこで，以下では判定帰還型等

化器の演算量を低減する方式として，両方向等化について述べる.

両方向等化を行なう場合， 1 パースト中にトレーニングシケーンスとしてプリアンプル

およびポストアンプルを持ち，受信信号を時系列にそって等化を行なう前方等化と，受信

信号を時系列とは逆}I慣に行なっていく後方等化を行なう.

前方等化においては，プリアンプルによりタップ利得の初期引き込みを行ない，次にデー

タ部の等化を行なう.それと同時にデータ部の等化出力と判定値の差 (eF(k)) を求め，そ

の絶対値の 2 乗の累積値，
Nd 

EF = 玄 leF(kW (5.14) 

を求める.

次に後方等化においてはポストアンプルにより初期引き込みを行ない，データ部の等化

を行なう，同時に前方等化と同様に等化出力と判定値の差 (eB(k)) の絶対値の 2 乗を求め，

その累積値，
Nd 

EB = 乞 leB(k)1 2 (5.15) 

を求める.

その後に ， EF と EBを比較し，値の小さい等化方向を信頼できると仮定し，選択された
等化方向の判定値を採用する.
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両方向等化を行なうと，前方等化においては非最小位相条件であったものが，後方等化

の際には最小位相条件となる場合があり，前方等化のみを行なう場合と比較して，伝送特

性の向上が期待できる.ただし，後方等化を行なう場合， FB タップにより直接波をキャン

セルし，遅延波のみを抽出するように動作させるように動作させる必要があるため，参照

信号を遅延波に同期させる必要が生じるが，一般的に遅延波の遅延時間は未知である.

この問題に対する 1 つの方法は，後方等化において参照信号のタイミングを，想定する

最大遅延時間に設定することである.この場合，参照信号タイミングと実際の遅延波の遅

延時間との聞に差ができてしまうが，これは FF タップを，その差を吸収する分だけ用意

することにより，補償できる.

また別の方法としては，プリアンプjレ・ポストアンプル部は既知の信号系列であるため，

これらを用いて 1 パーストにわたる平均の遅延プロファイルをもとめることが可能である.

そこで，これらにより，遅延波の遅延時間をもとめ，パースト毎に後方等化における参照

信号タイミングを変化させる方式が考えられる.参照タイミングを固定的に遅延させる方

法と比較して，この方法の利点は，参照信号タイミングと実際の遅延波の遅延時間の差を

吸収するための FF タップが不要となるので， FF タップ数を少なくすることである.この

ため，本方式を用いることにより，演算量を大幅に削減することが可能となる.この方式

を用いることにより，例えば， FF タップは 2 でも最大遅延時間 6Ts の遅延波を補償する
ことが可能となる.図 5.3に遅延時間推定機能を用いた両方向判定帰還型等化器の構成をし

めす.

Received Signal 

Delay profile 
estimator 

図 5.3: 遅延時間推定機能を用いた両方高判定帰還型等化器の構成
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5.2.2 タップ間隔可変型両方向判定帰還型等化器を用いた適応変調方式

両方向判定帰還型等化器を用いることにより， FF タップの数を大幅に削減しながら良好

な等化特性を得ることが可能であることを述べた.一方， FB タップの数は，最大遅延時聞

が lYJTsの場合最低M個必要であり，最大遅延時聞が長くなれば，やはり多くの FB タップ

が必要となり，演算量の増加を招いてしまう.ここで 5.2.1節で述べたように，最小位相条

件下における判定帰還型等化器の動作は，遅延波の遅延時間が ηTsで、ある場合 ， Bnの FB

タップにより遅延波を除去している.このことは言い替えると ， nTsのところにのみ遅延波
がある場合， Bn のタップのみ存在すれば遅延波を除去することが可能であることを意味し

ていいる.このことから，伝搬路の遅延プロファイル h(T) が

h(T) = ho�(T) + h1ð(T ー ηlTs ) + h2�(T -n2Ts) + ・・・ (5.16) 

で表されるように，遅延時間 ηlTs ， n2Ts '..の遅延波が存在する場合， Bnl' Bn2 ，...のタップ
があれば，遅延波の除去が可能である

そこで，従来の判定帰還型等化器のように，対象とする最大遅延時間までの全てのシン

ボルについて FB タップで等化を行なうのではなく，遅延波が存在するところのみ等化を

行なう方式を提案し，その構成を図 5.4に示す.

提案方式は判定帰還型等化器とほぼ同一の構成となっているが， FB 部のタップ間隔が

九のように固定ではなく， T172?---Z ， ---TlVB と可変となっている.このタップ間隔の決

Received Signa 

Delay profile 
estimator 

図 5.4:タップ間隔可変判定帰還型等化器の構成
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定は以下のようにして決定される.

提案方式では，適応フィルタや相関法により遅延プロファイルを測定することが前提と

なっており，その遅延プロファイルを次式で表す.

NB 

h(T) = 乞 hko(T -nkTs) (5.17) 
k=� 

ただし ， nO = 0，問 < nj(i < j) である.測定された遅延プロファイルに対して， FB タップ

の間隔 Zを

1i = (ηi -ni-l)Ts (5.18) 

とすることにより，遅延波を除去する必要のあるタップのみからなる構成を実現する.こ

の方式の利点は，到来している遅延波の数だけ FB タップを用意してやればよく，演算量

の大幅な削減が可能であること，および，遅延波の数が同一であれば演算量は同一であり，

遅延波の遅延時聞が大きくなっても，演算量の増大が起こらないことである.

しかしながら実際の伝搬路においては，遅延波が何波到来しているか不明であるため，

推定した遅延プロファイルのうち，電力の大きいもの NB個を選択し，上記の動作を行な
う.ここで，一般の陸上移動伝搬路では，最大遅延時間までの全ての時間に大きな電力を

有する遅延波が存在することは非常に稀であり，そのような大きな電力を持った遅延波は

クラスタ状に数波到来するだけであるので， NBの数を 4 "， 6 程度とれば十分であると考え

られる.ただし，この場合は電力の小さな遅延波成分は除去できず，等化特性が劣化して

しまうという可能性がある.そこで，この残留遅延波の影響が大きく等化器の等化特性の

劣化が予想される場合は QPSK を，残留遅延波が小さく等化器の等化特性が良好な場合に

は 16QAM を用いる変調多値数可変適応変調方式を適用することにより，この問題を回避

する.

5.2.3 送受信機構成

図 5.5に本方式で用いるフレーム構成をしめす.本提案方式は TDMA/FDD (Time Div揵

sion Multiple ACGess/Frequency Div﨎ion Duplex) 方式を用い，上り回線・下り回線で異な

る周波数を用いる. 1 フレームは 4 個のタイムスロットに分割され，それぞれのスロット

は異なるチャネルに割り当てられる.また， 1 タイムスロットはプリアンブル (Rl)' デー

タ部 (D)，ポストアンプル部 (R2 ) から構成されている.プリアンプルおよぴポストアンブ

ルは等化器の初期引き込みのために用いられるトレーニング系列であり既知の信号系列で

構成されている.また，瞬時の伝搬路状況におうじて変調多値数が変化するのはデータ部

のみでありプリアンプルおよびポストアンプル部は変調方式として QPSK を固定的に用い

るものとする.
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1frame 

Ch.2 

Data 

1 burst 

図 5.5: フレーム構成

Data 

図 5.6: 送受信機構成

図 5.6に送受信機構成を示す.実線は信号の流れを，点線は制御信号やタイミング信号の

流れを表す.送信側において，送信データを SjP 変換器によりパラレルデータに変換し，

ベースパンド信号発生部 (BSG) において，あらかじめ変調多値数設定部 (Modulation level 

selector) で選択された変調多値数の QAM ベースバンド信号を生成する.また生成された

ベースパンド信号はフレーム構成部 (Frame formatter) において時間軸上で圧縮をし，図

5.5に示される TDMA パーストを構成する.送信信号は，低域通過型フィルタ (LPF) によ

り帯域制限を行った後，直交変調を行い，割り当てられたタイムスロットにおいて送信を

行う.

受信側では，受信信号を帯域通過型フィルタ (BPF) に通した後に，準同期検波を行う.

次に， LPF により受信信号の帯域外の雑音や干渉成分を除去した後に，この受信信号を用
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いて，シンボJレ同期およびフレーム同期を行う.その後，遅延プロファイル推定部 (Delay

profile estimator) において，フリアンプルおよびポストアンプル部を用いてカルマンアル

ゴリズムによる伝搬路状況の推定を行なう [28]. そして，この推定された伝搬路状況をもと

に等化器において等化を行ない，データの判定を行なう.なお，本論文では，移動局の移

動速度を人が歩く速さ程度を想定しており， 1 パースト中での伝搬路の変動はごくわずか

であると考えられるため，プリアンプルまたはポストアンプルにおいて初期化されたタッ

プ利得を保持してデータ部の等化を行なう.同時にこの等化器の出力を元に次のスロット

における変調多値数の決定を行なう.

5.2.4 変調多値数決定の原理

本節では，提案方式を用いる際に重要となる変調多値数の選択基準について述べる.

提案するタップ間隔可変型判定帰還型等化器では，電力の大きな遅延波のみを補償する

ため，電力の小さな遅延波は残留遅延波として残り伝送特性を劣化させてしまうと考えら

れる.そこで，この遅延波の影響が大きい場合には QPSK を，遅延波の影響が小さい場合

には 16QAM を用いることによりこの影響を緩和する.

そこで，この影響の大小をはかる基準として S/ D(Signal to Disto吋ion) を用いる.

プリアンプル(後方等化においてはポストアンプル)を用いてタップ利得を初期引き込み
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図 5.7: S/D に対する BER特性
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した後，そのタップ利得を保持した状態で再びプリアンプルを等化する.その時の η =Ts
における等化出力を z(η)，参照信号を â(η) として，以下の式に従いこれらの誤差の絶対値

の 2 乗の累積値を求め，それを歪み電力 Dとする.

NpRA 

D= 乞 lâ(n) -z(nW (5.19) 
i=l 

次に信号電力 Sを参照信号â(η) を用いて次式により求める.

S= 乞 lâ(nW (5.20) 
i=l 

これらの式により SjD比を求める.

このようにして求めた変調方式として 16QAM を用いた場合， SjD比に対する BER 特

性を示したものが図 5.7である.この図より SjD比が 30dB 以上であれば BER が 10-3 を達

成できることがわかる.従って，上式により求めた SjD比が 30dB 以上であれば次スロッ

トにおいて 16QAM を用い， 30dB 未満であれば QPSK を用いる.

5.3 計算機シミュレーション結果

本節では，提案方式を用いた場合の伝送特性を計算機シミュレーションを用いて検討を

行なう.本節で用いる伝搬路モデルとしては直接波の他に直接波と等電力を持ち，遅延時

聞がァで、ある遅延波が存在する 2 波モデルを用いる.この時，直接波・遅延波それぞれはレイ

リーフェージングをうけているものとすし，想定する遅延波の最大遅延時間を 10Ts とする.
ここで，送受信機中の BPF は雑音などによってミキサ等での感度抑圧が発生せず，かっ

信号が歪まない程度の帯域と仮定し，本論文においては， BPF はないものと仮定する [5].

また，本論文では，フレーム同期は完全であると仮定し，最尤推定を用いた方式によりシ

ンボル同期を行う [39].

計算機シミュレーションに用いた諸定数を表 5.1 に示す.

5.3.1 プリアンブル.ポストアンブル長の最適値

提案方式では遅延プロファイルを測定するために，プリアンプルおよびポストアンプル

を用いるここで，これらの長さを大きくすると遅延プロファイルの測定精度は向上するが，

フレーム効率の点からみると，この長さは短い方が望ましい.そこで，これらの長さの最

適値を求める.

図 5.8にプリアンプル(ポストアンプル)の長さに対する BER特性を示す.ただし，遅延

波の遅延時間ァは Ts とする.同国より，プリアンプルの長さが 30 未満の場合， BER 特性



62 第 5 章判定帰還型等化器を用いた適応変調方式

表 5.1: 計算機シミュレーションに用いた諸定数

Symbol mapping Gray coding 

Symbol rate 10Msymboljs 

Tx. and Rx.五lters root Nyquist filter (α= 0.5) 

Number of Data symbols 300 

N umber of FF tap 4 

Number of FB 七ap 6 

Maximum Doppler frequency fd = 1Hz 

入 0.95 

が劣化している.これは，遅延プロファイルの測定精度が劣化し，提案等化器が正しく動

作しないためと考えられる.これに対して， 30 以上の場合 BER特性はほぼ一定となって

いる.このことから，プリアンプル長の最適値は 30 であると考えられ，以下ではプリアン

プル長として 30 を用いる.
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図 5.8: プリアンブル(ポストアンプル)長に対する BER特性
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5.3.2 周波数選択性フェージング環境下での特性

図 5.9に提案方式を用いた場合の Es/No に対する BER特性を，図 5.10に平均ピットレー

ト特性を示す.ただし，遅延波の遅延時間を Ts ， 3丸 ， 5Ts とした.また同図には QPSK の特

性をも示している.ただし， QPSK の場合， FB タップのタップ間隔は Zに固定されてお

り，また FF タップの数は 10 ， FB タップの数を 10 としている.

BER特性についてみてみると，提案方式は Es/Noが 30dB 以下の場合，いずれの遅延時

間においても， QPSK とほぼ同じ特性となっていることがわかるまた，提案方式は BERが

約 10-3あたりでやや劣化しているが，これは提案方式の変調多値数決定の基準を 10-3 とし

ているためであり，図 5 .1 0をみると，提案方式を用いることにより伝送速度の大幅な改善が

得らていることがわかる.これは Es/Noが高くなればなるほど改善度は高く ， QPSK と比

較して最大1.8 倍程度となっている.これは伝搬路状況が良好な場合には提案方式は BER

特性を向上させるのではなく，平均伝送速度を向上するように動作しているためである.

また，図 5.11 に遅延波の遅延時間に対する BER 特性を示す.ただし，伝搬路モデルと

して直接波と直接波と等電力の遅延波からなり，それぞれがレイリーフェージングを受け

る 2 波モデルを考え ， Es/No は 25dB とした.同図より，提案方式と QPSK はいずれの遅

延時間においても，ほぼ同一の BER 特性を示していることがわかる.遅延波の遅延時聞

が 4Tsの時に最も良好な BER特性を示しているが，これは判定帰還型等化器の FF タップ

が前方等化および後方等化において最も有効に動作しているためである.また，いずれの

方式においても，遅延時聞が大きくなるほど BER特性は劣化しているが，これは FF タッ

プを 4 または 10 しか用意していないため， FF タップによる遅延波の抑圧が十分な効果を

得られないためである.ただし，等化に要する演算量は， QPSK の場合タップ数が合計 20

なのに対して，提案方式では 10 となっており，計算量を約 1/4 に低減できている.
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本章では遅延時間の大きな遅延波が存在する周波数選択性フェージング環境下において，

演算量の増大をすることなく伝送特性を改善するための方式として，タップ間隔可変判定

帰還型等化器をもちいた適応変調方式を提案し，その概念および、システム構成についての

べ，計算機シミュレーションによる検討を行なった.その結果提案方式は，演算量の増大

を招くことなく，大きな遅延時間をもった遅延波の補償が可能であることを示し，周波数

選択性フェージング環境下において非常に有効であることを示した.

図 5.11: 遅延時間に対する BER特性





第 6 章

結論

本論文は，筆者が大阪大学大学院工学研究科(通信工学専攻)在学中に行った適応変調方

式を用いた移動体高速伝送に関する研究成果をまとめたものである.以下では，本研究で

得られた成果を総括して述べる.

1.陸上移動通信において用いられる無線伝搬路の特性について考察し，さらにピット誤

り率との考察を行ない，現在のシステムが有する問題点を明らかにした.無線伝搬路

は時間的に大きく変動するため，瞬時的に伝搬路状況が劣悪な場合と良好な場合が交

互に現れる.そのような伝搬路において従来の変調多値数固定の方式を適用した場

合，ほとんどの区間で誤り率が 0 であるにもかかわらず，伝搬路状況が劣悪な場合に

より伝送特性は大幅に劣化し，それを補償するためにシステムマージンを大きくとら

なければならなくなる.

2. 上記の問題点を解決するために固定の変調多値数を用いるのではなく，瞬時伝搬路に

応じて変調多値数を可変にする変調多値数可変適応変調方式および，それを実現する

ための周辺技術を提案した.提案方式を用いることにより，従来の QPSK 固定の変

調方式においては，無駄なマージンを友好に利用し， QPSK と比較して同ーの BER

特性を保ちながら高速伝送を実現できることをあきらかにした.とくに周波数選択性

フェージング環境下において， QPSK と比較し約 4 倍の高速伝送が可能であること

を明らかにした.

3. 周波数選択性フェージング環境下においてさらに高速な伝送を実現するために，周波

数選択性フェージング環境下においても適切なブランチを選択し簡易な方法で実現で

きる基地局送受信ダイパーシチを用いて変調多値数可変適応変調方式を提案した.そ

の結果，ダイパーシチを用いない方法と比較して，高速な伝送が可能であることを明

らかにし，特に周波数選択性フェージング環境下において約 2 倍の高速伝送が可能で

67 
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あることを明らかにした.

4. 遅延時間の大きな遅延波の存在する周波数選択性フェージング環境下において.伝送

特性を改善するため判定帰還型等化器を用いた適応変調方式を提案した.さらに，演

算量を増大させることなく遅延時間の大きな遅延波を補償できるタップ間隔可変判定

帰還型等化器を提案した.提案方式は，同じ判定帰還型等化器を用いた QPSK と比

較して， BER 特性をほぼ同一に保ちながら，平均伝送速度を向上させることが可能

であり，さらに等化に要する演算量を大幅に削減できることを明らかにし，周波数選

択性フェージング下において高速伝送が可能であることを明らかにした.
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